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ついて記述する。

まず、「マーケットとしての魅力」を見ると、

最も高いのは「飲食業」59.8％であり、「卸・小

売業」47.8％、「医療・福祉・生活等サービス業」

41.4％、「クリエイティブ産業」19.0％と続く。

次いで「関連産業の集積」を見ると、「飲食

業」及び「クリエイティブ産業」ではそれぞれ

9.8、9.0％であり、「卸・小売業」3.0％及び「医

療・福祉・生活等サービス業」1.4％と比べて高い。

「国内及び海外への交通アクセス」の割合

は、「クリエイティブ産業」31.0％、「卸・小売

業」20.9％、「医療・福祉・生活等サービス業」

16.4％、「飲食業」6.9％である。

「情報収集が容易」を港区で事業を行うことの

メリットとして挙げたのは、「クリエイティブ産

業」が16.0％と、他の業務（4.5～9.3％）に比べ

て高い。

「治安の良さ」については、「飲食業」32.4％及

び「医療・福祉・生活等サービス業」27.9％が相

対的に高く、「卸・小売業」19.4％、「クリエイ

ティブ産業」11.0％と続く。「飲食業」及び「医

療・福祉・生活等サービス業」では、事業所の周

辺の治安がより重要と相対的に考えていることが

想像される。

「人が多い」を見ると、「飲食業」、「医療・福

祉・生活等サービス業」及び「卸・小売業」がそ

れぞれ28.4、20.7、14.9％であり、「クリエイティ

ブ産業」7.0％に比較して高い。

「外国人が多い」についても同様の傾向が見ら

れる。順序は変わるが、「飲食業」14.7％、「卸・

小売業」10.4％、「医療・福祉・生活等サービス

業」8.6％である。「医療・福祉・生活等サービス

業」では、提供するサービスの内容の一部が外国

人向けではないことによると考えられる。

以上のことから、「マーケットとしての魅力」、

「治安の良さ」、「人が多い」及び「外国人が多い」

の４項目について、「飲食業」、「医療・福祉・生

活等サービス業」、「卸・小売業」がおおむねこの

順で高く、「クリエイティブ産業」は比較的低い

という傾向を確認できる。前三者は、法人・団体

ではなく個人を顧客の中心とする点で共通してい

る。これらの業務にとっては、外国人を含めた来

街者の多さがマーケットとしての魅力につながり、

治安の良さが加わることで、事業を行う場所とし

ての港区の魅力へとつながっていると考えられ

る。他方で、「クリエイティブ産業」については、

「関連産業の集積」、「国内及び海外への交通アク

セス」及び「情報収集が容易」の３項目で比較的

高い割合である。同産業にとっては、港区はマー

ケットとして重要というよりは、関連産業が既に

あることや、それにより情報収集が容易であるこ

図表4-1-17　主な業務（問２）×港区で事業を行う

ことのメリット（問15（１））
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卸・小売業【n=67】 飲食業【n=102】
クリエイティブ産業【n=100】 医療・福祉・生活等サービス業【n=140】
その他【n=56】 全体【n=465】

※無回答は集計から除く。

マーケットとしての魅力： χ2＝38.936 自由度＝4 p＝0.000* ＊p<0.05
関連産業の集積： χ2＝12.192 自由度＝4 p＝0.016* ＊p<0.05
国内・海外への交通アクセス： χ2＝29.604 自由度＝4 p＝0.000* ＊p<0.05
情報収集が容易： χ2＝9.730 自由度＝4 p＝0.045* ＊p<0.05
治安の良さ： χ2＝18.175 自由度＝4 p＝0.001* ＊p<0.05
人が多い： χ2＝23.721 自由度＝4 p＝0.000* ＊p<0.05
外国人が多い： χ2＝10.820 自由度＝4 p＝0.029* ＊p<0.05
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と、港区を拠点として国内や海外のマーケットに

容易にアクセスできるという点で評価されている

ことがわかる。

（10）主な業務と港区で事業を行うことのデメ

リット

主な業務別に、「港区で事業を行うことのデメ

リット」（問15（２））を見る（図表4-1-18）。問

15（２）は複数回答であり、主な業務とのクロス

集計を14の選択肢ごとに行った。それぞれにχ2

検定を行い、統計上有意な結果を得られた選択肢

について記述する。

まず、港区で事業を行うことのデメリットと

して、「事業所の賃料」を挙げた事業所の割合を

見ると、「飲食業」69.2％、「クリエイティブ産

業」67.0％、「医療・福祉・生活等サービス業」

63.8％であり、他方で「卸・小売業」は41.8％で

相対的に低い。

「他企業との競争」については、競争が激し

いと感じている割合が相対的に高い「飲食業」

30.8％及び「医療・福祉・生活等サービス業」

29.8％、最も低い「クリエイティブ産業」8.0％、

両者の中間にある「卸・小売業」17.9％の３つの

傾向が確認できる。

「人件費」については、「卸・小売業」と「飲食

業」が同じく26.9％で最も高く、次いで「医療・

福祉・生活等サービス業」が22.7％である。最も

低いのは「クリエイティブ産業」の11.0％であり、

他業務の半分以下の割合となっている。

同様の傾向は、他３項目についても確認できる。

まず、「人材を集めにくい」を見ると、「卸・小

売業」29.9％、「飲食業」23.1％、「医療・福祉・

生活等サービス業」16.3％に対して、「クリエイ

ティブ産業」では4.0％であり、かなり低いこと

がわかる。次いで「顧客の固定化が難しい」でも、

「飲食業」13.5％、「医療・福祉・生活等サービス

業」12.8％、「卸・小売業」11.9％に対して、「ク

リエイティブ産業」は1.0％である。さらに、「顧

客の要望が多様で高度」でも、「医療・福祉・生

活等サービス業」12.1％、「飲食業」8.7％、「卸・

小売業」6.0％に対して、「クリエイティブ産業」

では1.0％にとどまる。

「通勤時間」については、「クリエイティブ産

業」22.0％、「医療・福祉・生活等サービス業」

15.6％、「卸・小売業」9.0％、「飲食業」5.8％の

順である。

以上のことから、港区で事業を行うことのデ

メリットについて、「クリエイティブ産業」特有

のものとしては、「通勤時間」ということになる。

それは、「（２）主な業務と企業形態及び従業者

図表4-1-18　主な業務（問２）×港区で事業を行う

ことのデメリット（問15（２））

卸・小売業【n=67】 飲食業【n=104】
クリエイティブ産業【n=100】 医療・福祉・生活等サービス業【n=141】

その他【n=56】 全体【n=465】
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※無回答は集計から除く。

事業所の賃料： χ2＝15.962 自由度＝4 p＝0.003* ＊p<0.05
他企業との競争： χ2＝23.809 自由度＝4 p＝0.000* ＊p<0.05
人件費： χ2＝12.446 自由度＝4 p＝0.014* ＊p<0.05
人材を集めにくい： χ2＝33.503 自由度＝4 p＝0.000* ＊p<0.05
顧客の固定化が難しい： χ2＝13.756 自由度＝4 p＝0.008* ＊p<0.05
顧客の要望が多様で高度： χ2＝11.398 自由度＝4 p＝0.022* ＊p<0.05
通勤時間： χ2＝13.308 自由度＝4 p＝0.010* ＊p<0.05
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数」で検討したように、「クリエイティブ産業」

では正規従業者を中心とした雇用に特徴があるこ

とと関連しているものと考えられる。この点につ

いては、「５　従業者数による分析」で取り上げ

る。

また、「クリエイティブ産業」において「他企

業との競争」をデメリットとして挙げた事業所の

割合が低かったことについては、「港区で事業を

行うことのメリット」中の「関連産業の集積」と

のかかわりが注目される（図表4-1-17参照）。「ク

リエイティブ産業」では、全業務中唯一、「他企

業との競争」のデメリットよりも「関連産業の

集積」のメリットを挙げた事業所の割合が高い。

「クリエイティブ産業」は、同様の業務を行う事

業所の存在が、新規に開業しようとする事業所に

とってプラスの方向に働く傾向が強いと考えられ

る。

「事業所の賃料」以外は、「卸・小売業」、「飲食

業」及び「医療・福祉・生活等サービス業」と

「クリエイティブ産業」との差は大きい。「事業所

の賃料」以外で特にデメリットとして感じられて

いる課題を「クリエイティブ産業」以外で見ると、

「卸・小売業」では「人件費」及び「人材を集め

にくい」、「飲食業」では「他企業との競争」、「人

件費」、「人材を集めにくい」、「顧客の固定化が難

しい」及び「顧客の要望が多様で高度」、「医療・

福祉・生活等サービス業」では「他企業との競

争」及び「顧客の要望が多様で高度」となる。

（11）主な業務と現在の経営上の課題

主な業務別の「現在の経営上の課題」（問16）

を見る（図表4-1-19）。問16は複数回答であり、

主な業務とのクロス集計を16の選択肢ごとに行っ

た。それぞれにχ2検定を行い、統計上有意な結

果を得られた選択肢について記述する。

まず、「事業所の賃料」を経営上の課題とし

て挙げた割合は、高い順から、「飲食業」32.4％、

「医療・福祉・生活等サービス業」23.4％、「クリ

エイティブ産業」17.2％、「卸・小売業」11.9％

である。「港区で事業を行うことのデメリット」

における「事業所の賃料」の結果を踏まえると、

事業所の賃料の高さは港区のデメリットではある

ものの、そのまま経営上の課題となるわけではな

いことがわかる（図表4-1-18参照）。

「地域とのつながり」を経営上の課題として

挙げた事業所の割合を見ると、「飲食業」13.3％、

「卸・小売業」7.5％、「医療・福祉・生活等サー

ビス業」7.1％と続き、最も低い「クリエイティ

ブ産業」では2.0％にとどまる。

（12）主な業務と経営支援策の利用状況

図表4-1-20・21では、主な業務別に「経営支援

策の利用状況」（問17）を見る。なお、もとの調

査票の選択肢について、次のように３区分に再集

計した上でクロス集計を行った。①もとの選択

肢「現在利用している」、「過去に利用した＞今後

も利用したい」及び「利用経験がない＞今後利用

したい」を「利用中及び利用希望」としてまとめ

た。②もとの選択肢「過去に利用した＞利用予定

はない」及び「利用経験がない＞利用予定はな

い」を「利用予定なし」としてまとめた。③もと

の選択肢「わからない」は、そのまま用いた。こ

の区分を用いて主な業務別にクロス集計を行った

ところ、統計上有意な結果を得られたのが「（４）

事業支援融資」及び「（９）ビジネスマッチング」

であった。

まず、図表4-1-20で、「（４）事業支援融資」の

図表4-1-19　主な業務（問２）×現在の経営上の課

題（問16）
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クリエイティブ産業【n=99】 医療・福祉・生活等サービス業 【n=141】
その他【n=56】 全体【n=468】

※無回答は集計から除く。

事業所の賃料： χ2＝12.230 自由度＝4 p＝0.016* ＊p<0.05
地域とのつながり： χ2＝11.198 自由度＝4 p＝0.024* ＊p<0.05
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利用状況を見る。「卸・小売業」から見ると、「利

用中及び利用希望」40.0％、「利用予定なし」

43.1％、「わからない」16.9％である。「飲食業」

では、「利用中及び利用希望」59.0％、「利用予定

なし」22.0％、「わからない」19.0％である。「ク

リエイティブ産業」では、「利用中及び利用希望」

39.6％、「利用予定なし」41.7％、「わからない」

18.8％である。「医療・福祉・生活等サービス業」

では、「利用中及び利用希望」40.0％、「利用予定

なし」35.6％、「わからない」24.4％である。

「利用中及び利用希望」の割合を主な業務別

に見ると、「卸・小売業」、「クリエイティブ産

業」及び「医療・福祉・生活等サービス業」では、

39.6～40.0％とほぼ同水準であるのに対して、「飲

食業」では59.0％と高いことがわかる。「飲食業」

では、「利用予定なし」の割合が他の業務と比べ

て低いことからも、「（４）事業支援融資」への期

待が高いと考えられる。

次いで、図表4-1-21で「（９）ビジネスマッチ

ング」の利用状況について見る。「卸・小売業」

では、「利用中及び利用希望」22.7％、「利用予定

なし」47.0％、「わからない」30.3％である。「飲

食業」では、「利用中及び利用希望」26.0％、「利

用予定なし」48.0％、「わからない」26.0％である。

「クリエイティブ産業」では、「利用中及び利用希

望」43.3％、「利用予定なし」38.1％、「わからな

い」18.6％である。「医療・福祉・生活等サービ

ス業」では、「利用中及び利用希望」22.2％、「利

用予定なし」43.7％、「わからない」34.1％である。

本図表から、「クリエイティブ産業」における

「（９）ビジネスマッチング」の「利用中及び利用

希望」の割合が高いことがわかる。図表4-1-17か

らわかるように、「クリエイティブ産業」には同様

の業務を行う事業所の存在が、新規に開業しよう

とする事業所にとってもプラスの方向に働く傾向

が相対的に強いという特徴がある。

（13）主な業務と地域連携の課題

主な業務別に「地域連携の課題」（問19）を見

る（図表4-1-22）。問19は複数回答であり、主な

業務とのクロス集計を12の選択肢ごとに行った。

それぞれにχ2検定を行い、統計上有意な結果を

得られた選択肢について記述する。

まず、「町内会・商店街などの地域組織と企業

との連携の支援」について見ると、「卸・小売業」

31.1％と「クリエイティブ産業」23.8％に対して、

「医療・福祉・生活等サービス業」45.2％及び「飲

食業」45.0％が比較的高い。特に「飲食業」につ

いては、「（11）主な業務と現在の経営上の課題」

で見たように、「地域とのつながり」を経営上の

課題として挙げる事業所の割合が「飲食業」で特

に高いことと整合性がとれる。

「区内大学等と企業との橋渡し」について見る

と、「卸・小売業」6.6％、「飲食業」9.0％、「医

療・福祉・生活等サービス業」9.6％に対して、

「クリエイティブ産業」23.8％が高い。

「企業による区内学生・生徒のインターン受

図表4-1-20　主な業務（問２）×経営支援策の利用

状況＿事業支援融資（問17（４））

卸・小売業
【n=65】
飲食業

【n=100】
クリエイティブ産業

【n=96】
医療・福祉・生活等
サービス業【n=135】

その他
【n=53】

全体
【n=449】

40.0%

59.0%

39.6%

40.0%

37.7%

43.9%

43.1%

22.0%

41.7%

35.6%

34.0%

34.7%

16.9%

19.0%

18.8%

24.4%

28.3%

21.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用中及び利用希望 利用予定なし わからない

※無回答は集計から除く。 χ2＝27.049 自由度＝8 p＝0.030* ＊p<0.05

図表4-1-21　主な業務（問２）×経営支援策の利用

状況＿ビジネスマッチング（問17（９））

卸・小売業
【n=66】
飲食業

【n=100】
クリエイティブ産業

【n=97】
医療・福祉・生活等
サービス業【n=135】

その他
【n=55】

全体
【n=453】

利用中及び利用希望 利用予定なし わからない

22.7%

26.0%

43.3%

22.2%

32.7%

28.9%

47.0%

48.0%

38.1%

43.7%

41.8%

43.7%

30.3%

26.0%

18.6%

34.1%

25.5%

27.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
※無回答は集計から除く。 χ2＝17.108 自由度＝8 p＝0.029* ＊p<0.05
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入れの支援」についても、「卸・小売業」6.6％、

「飲食業」13.0％、「医療・福祉・生活等サービス

業」11.1％に対して、「クリエイティブ産業」は

22.8％と高くなっている。

「クリエイティブ産業」からは、大学等の教育・

研究機関との連携を橋渡しすることが行政に期待

されていることが考えられる。

２　現在の事業所の場所（地区）による分析

以下では、「現在の事業所の場所」（問３（１））

についての分析を行う。

なお、問３（１）の選択肢のうち、「芝地区」、

「麻布地区」、「赤坂地区」、「高輪地区」及び「芝

浦港南地区」を選択した事業所のみを分析の対象

とする（「港区外」を選択した事業所は、分析か

ら除く。）。

最初に開業事業所の割合（件数）について確

認する。「芝地区」が35.0％（167件）で最も高く、

次いで「赤坂地区」が26.2％（125件）、「麻布地

区」が23.9％（114件）、「高輪地区」が10.5％（50

件）、「芝浦港南地区」が4.4％（21件）である（図

表4-2-1）。

（１）現在の事業所の場所と主な業務

「主な業務」（問２）を「卸・小売業」、「飲食

業」、「クリエイティブ産業」（「情報通信業・ソフ

トウェア業」、「専門サービス業」、「技術サービス

業」、「映像・コンテンツ制作業」及び「広告業」

の合計）、「医療・福祉・生活等サービス業」（「医

療・福祉」、「生活関連サービス業・娯楽業」及び

「教育・学習支援業」の合計）、「その他」（「不動

産業」、「製造業・印刷業」、「建設業（工事含む）」

及び「その他」の合計）の５区分にまとめている。

地区別の割合で見ると、「卸・小売業」は、「芝

地区」が15.7％で最も高く、次いで「赤坂地区」

が14.4％、「芝浦港南地区」が14.3％で続く（図

表4-2-2）。どの地区も１割～１割半で、大きな差

はない。

「飲食業」は、「麻布地区」が32.5％で最も高

く、次いで「高輪地区」が28.0％、「芝地区」が

18.7％で続く。最も割合が低いのは「芝浦港南地

区」（9.5％）で、「麻布地区」とは20ポイント以

上の差がある。

「クリエイティブ産業」は、「芝地区」が27.7％

で最も高く、次いで「赤坂地区」が22.4％、「麻

布地区」が19.3％で続く。「高輪地区」（10.0％）

と「芝浦港南地区」（9.5％）は、他の３地区と比

べ割合が低く、「芝地区」とは20ポイント弱の差

図表4-1-22　主な業務（問２）×地域連携の課題（問

19）

31.1%

6.6%6.6%

6.6%6.6%

45.0%45.0%

9.0%

13.0%13.0%

23.8%23.8%

23.8%23.8%

22.8%22.8%

45.2%45.2%

9.6%

11.1%

29.1%

12.7%12.7%

12.7%12.7%

36.5%36.5%

12.6%12.6%

13.7%13.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

町内会・商店街

などの地域組織

と企業との連携の

支援

区内大学等と

企業との橋渡し

企業による

区内学生・生徒

のインターン

受入れの支援

卸・小売業【n=61】 飲食業【n=100】
クリエイティブ産業【n=101】 医療・福祉・生活等サービス業 【n=135】
その他【n=55】 全体【n=452】

※無回答は集計から除く。

町内会・商店街などの地域組織と企業との連携の支援：

χ2＝16.637 自由度＝4 p＝0.002* ＊p<0.05
区内大学等と企業との橋渡し： χ2＝15.698 自由度＝4 p＝0.003* ＊p<0.05
企業による区内学生・生徒のインターン受入れの支援：

χ2＝10.503 自由度＝4 p＝0.033* ＊p<0.05

図表4-2-1　現在の事業所の場所（問３（１））

芝地区
167

35.0%

麻布地区
114

23.9%

赤坂地区
125

26.2%

高輪地区
50

10.5%

芝浦港南地区
21

4.4%

※「港区外」及び無回答は集計から除く。

全体
477
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がある。

「医療・福祉・生活等サービス業」は、「芝

浦港南地区」が57.1％で最も高く、半数を超え

る。次いで、「高輪地区」が46.0％、「赤坂地区」

が32.8％で続く。最も割合が低いのは「芝地区」

（21.7％）で、「芝浦港南地区」とは35ポイント以

上の差がある。

地区によって主な業務の割合は大きく異なり、

地区ごとに特徴がある。

（２）現在の事業所の場所と正規従業者数

「正規従業者数」（問５（１）①）は、「芝地区」、

「麻布地区」、「赤坂地区」及び「高輪地区」で、

正規従業者数が５人以下の事業所が７割強～８割

強を占めている（図表4-2-3）。

「芝浦港南地区」では、正規従業者数が５人以

下の割合が28.5％であるのに対して、６人以上の

割合は71.5％であり、６人以上の割合はその他の

４地区を大きく上回る。

正規従業者数は、「芝浦港南地区」のみ傾向が

異なり、その他の４地区の事業所より正規従業者

の人数が多い傾向がある。

（３）現在の事業所の場所と現在の従業者数の状況

「現在の従業者数の状況」（問５（２））を「不

足」（「不足」と「やや不足」の合計）、「適切」、

「過剰」（「やや過剰」と「過剰」の合計）の３区

分にまとめている。

図表4-2-4から、現在の従業者数の状況を「不

足」と回答した割合は、「芝浦港南地区」が

66.7％で最も高く、次いで「芝地区」が61.2％、

「麻布地区」が55.4％で続く。

「芝浦港南地区」では、正規従業者数が多い傾

向（図表4-2-3参照）があり、従業者数が「不足」

していると回答した割合も高い。

（４）現在の事業所の場所と開業者の性別

「開業者の性別」（問６）で「女性」の割合が

最も高いのは「芝浦港南地区」で30.0％、次いで

「高輪地区」が29.2％、「赤坂地区」が26.8％で続

く（図表4-2-5）。「女性」の割合が最も低い「芝

地区」（14.5％）は、最も割合の高い「芝浦港南

図表4-2-2　現在の事業所の場所（問３（１））×主

な業務（問２）

15.7%

12.3%

14.4%

10.0%

14.3%

13.9%

18.7%

32.5%

17.6%

28.0%

9.5%

22.3%

27.7%

19.3%

22.4%

10.0%

9.5%

21.6%

21.7%

27.2%

32.8%

46.0%

57.1%

30.0%

16.3%

8.8%

12.8%
6.0%

9.5%

12.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

卸・小売業 飲食業 クリエイティブ産業

医療・福祉・生活等サービス業 その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝37.577 自由度＝16 p＝0.002* ＊p＜0.05

芝地区
【n=166】
麻布地区
【n=114】
赤坂地区
【n=125】
高輪地区
【n=50】

芝浦港南地区
【n=21】

全体
【n=476】

図表4-2-3　現在の事業所の場所（問３（１））×正

規従業者数（問５（１）①）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

芝地区
【n=157】
麻布地区
【n=112】
赤坂地区
【n=120】
高輪地区
【n=47】

芝浦港南地区
【n=21】

全体
【n=457】

2人以下 3～5人 6～10人
11～20人 21～50人 51人以上

※無回答は集計から除く。 χ2＝45.860 自由度＝20 p＝0.001* ＊p＜0.05

40.1%

46.4%

56.7%

42.6%

19.0%

45.3%

32.5%

26.8%

24.2%

40.4%

9.5%

28.7%

13.4%

14.3%

10.8%

12.8%

42.9%

14.2%

6.4%

5.4%

5.0%

0.0%

14.3%
5.5%

3.8%

6.3%

2.5%

4.3%
14.3%

4.6%

3.8%

0.9%

0.8%

0.0%

0.0%

1.8%

図表4-2-4　現在の事業所の場所（問３（１））×現

在の従業者数の状況（問５（２））

0% 20% 40% 60% 80% 100%

芝地区
【n=165】
麻布地区
【n=112】
赤坂地区
【n=124】
高輪地区
【n=49】

芝浦港南地区
【n=21】

全体
【n=471】

61.2%

55.4%

44.4%

53.1%

66.7%

54.8%

38.8%

42.0%

54.0%

46.9%

28.6%

43.9%

0.0%

2.7%

1.6%

0.0%

4.8%

1.3%

不足 適切 過剰

※無回答は集計から除く。 χ2＝16.058 自由度＝8 p＝0.042* ＊p＜0.05
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地区」より15.5ポイント低い。

（５）現在の事業所の場所と開業の動機

「開業の動機」（問10）（複数回答）について、

特徴的な項目について記述していく。

「企業経営・独立に興味があったため」では、

「芝地区」が39.7％で最も高い（図表4-2-6）。「麻

布地区」、「赤坂地区」及び「高輪地区」において

も３割半～４割弱となっている。「芝浦港南地区」

は15.0％で、他の４地区に比べ極端に割合が低い。

「自分の裁量で仕事をするため」では、「高輪地

区」が56.5％で最も高く、５割以上の事業所が開

業の動機として選択している。次いで、「麻布地

区」が47.7％、「赤坂地区」が46.3％で５割に迫る。

「芝浦港南地区」のみ大きく割合が低く、15.0％

である。

「より高い収入を得るため」では、「芝地区」、

「麻布地区」、「赤坂地区」及び「高輪地区」が2割

半前後である。「芝浦港南地区」では、10.0％に

とどまる。

「これまでの経験・資格・知識を活かすため」

では、「高輪地区」が65.2％で６割を超える。「芝

地区」、「麻布地区」及び「赤坂地区」は、５割前

後である。「芝浦港南地区」は30.0％で、他の４

地区に比べ大幅に割合が低い。

「自分の技術やアイディアを事業化するため」

では、「麻布地区」、「赤坂地区」及び「芝浦港南

地区」が３割半程度である。「芝地区」（21.2％）

と「高輪地区」（26.1％）は、その他の３地区よ

り割合が低い傾向がある。

「社会・地域に貢献するため」では、「芝浦港南

地区」のみ50.0％の事業所が開業の動機として選

択しており、他の４地区を大きく上回る。

図表4-2-5　現在の事業所の場所（問３（１））×開

業者の性別（問６）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

芝地区
【n=159】
麻布地区
【n=113】
赤坂地区
【n=123】
高輪地区
【n=48】

芝浦港南地区
【n=20】

全体
【n=463】

85.5%

76.1%

73.2%

70.8%

70.0%

77.8%

14.5%

23.9%

26.8%

29.2%

30.0%

22.2%

男性 女性

※無回答は集計から除く。 χ2＝9.260 自由度＝4 p＝0.055

図表4-2-6　現在の事業所の場所（問３（１））×開

業の動機（問10）

39.7%39.7%

37.2%37.2%

26.3%26.3%

48.1%48.1%

21.2%21.2%

15.4%15.4%

24.4%24.4%

3.8%3.8%

11.5%11.5%

0.0%

38.5%

47.7%47.7%

28.4%28.4%

48.6%48.6%

34.9%34.9%

19.3%19.3%

32.1%32.1%

2.8%2.8%

2.8%2.8%

1.8%1.8%

36.6%36.6%

46.3%46.3%

26.0%26.0%

50.4%50.4%

35.8%35.8%

15.4%15.4%

25.2%25.2%

2.4%2.4%

6.5%6.5%

0.8%

34.8%34.8%

56.5%56.5%

23.9%23.9%

65.2%65.2%

26.1%26.1%

13.0%13.0%

28.3%28.3%

4.3%4.3%

8.7%

0.0%

15.0%15.0%

15.0%15.0%

10.0%10.0%

30.0%30.0%

35.0%35.0%

15.0%15.0%

50.0%50.0%

0.0%

10.0%10.0%

5.0%5.0%

37.0%37.0%

43.2%43.2%

25.8%25.8%

49.8%49.8%

29.5%29.5%

16.1%16.1%

28.0%28.0%

3.1%3.1%

7.7%7.7%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.企業経営・

独立に興味

があったため

2.自分の裁量

で仕事をするため

3.より高い

収入を得るため

4.これまでの経験

・資格・知識を

活かすため

5.自分の技術

やアイディアを

事業化するため

6.定年後も

働くため

7.社会・地域

に貢献するため

8.失業したため

9.その他

10. 開業時から

代表が代わった

ため分からない

※無回答は集計から除く。 χ2＝63.005 自由度＝40 p＝0.012* ＊p＜0.05

芝地区【n=156】 麻布地区【n=109】 赤坂地区【n=123】
高輪地区【n=46】 芝浦港南地区【n=20】 全体【n=454】
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特徴的であった「高輪地区」と「芝浦港南地

区」について、以下で記述する。

「高輪地区」では、「自分の裁量で仕事をするた

め」及び「これまでの経験・資格・知識を活かす

ため」がそれぞれ56.5、65.2％で、他の４地区を

大きく上回る。

「芝浦港南地区」では、「企業経営・独立に興味

があったため」、「自分の裁量で仕事をするため」

及び「より高い収入を得るため」で他の４地区を

大きく下回る。一方、「社会・地域に貢献するた

め」が50.0％で他の４地区を大きく上回る。

開業の動機について、地区によって傾向が大き

く異なることがわかる。

（６）現在の事業所の場所と開業準備での苦労

「開業準備での苦労」（問11）（複数回答）につ

いて、特徴的な項目について記述していく。

「販売先・顧客の確保」では、「高輪地区」が

59.1％で最も高く、６割近くの事業所が開業準備

での苦労として選択している（図表4-2-7）。「芝

地区」、「麻布地区」及び「赤坂地区」では、４割

台である。「芝浦港南地区」は20.0％で、他の４

地区を大きく下回る。

「人材の確保」では、「芝浦港南地区」、「麻布地

区」がそれぞれ55.0、50.0％で半数を超える事業

所が開業準備での苦労として選択している。他の

３地区では、４割前後となっている。

「事業計画の作成」、「企業経営の実務（財務・

税務・法務など）」及び「商品・サービスの企画・

開発」では、「芝浦港南地区」が他の４地区に比

べ大幅に割合が低い。また、「芝浦港南地区」で

は、開業準備での苦労が「特にない」と回答した

割合が高い。

図表4-2-7　現在の事業所の場所（問３（１））×開

業準備での苦労（問11）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

芝地区【n=155】 麻布地区【n=110】 赤坂地区【n=122】
高輪地区【n=44】 芝浦港南地区【n=20】 全体【n=451】
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4.5%4.5%
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41.8%41.8%

17.2%

39.3%

13.1%13.1%

28.7%

17.2%17.2%

7.4%7.4%

10.7%10.7%

7.4%7.4%

4.9%4.9%

59.1%

13.6%13.6%

34.1%34.1%

13.6%13.6%

43.2%43.2%

20.5%20.5%

22.7%22.7%
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5.0%5.0%
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16.0%16.0%

43.5%43.5%

12.6%12.6%

23.1%23.1%

11.3%11.3%

7.1%7.1%

7.3%7.3%

5.5%5.5%

6.0%6.0%

1.販売先・

顧客の確保

2.仕入先・

外注先の確保

3.資金調達

4.事業に関する

技術・ノウハウ

の習得

5.人材の確保

6.事業計画の

作成

7.企業経営の

実務（財務・

税務・法務など）

8.商品・

サービスの企画・

開発

9.業界に

関する知識

10.家事や

育児、介護等

との両立

11.その他

12.特にない

※無回答は集計から除く。 χ2＝71.313 自由度＝48 p＝0.016* ＊p＜0.05
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（７）現在の事業所の場所と現在の資金調達先

「現在の資金調達先」（問14）（複数回答）につ

いて、特徴的な項目について記述していく。

「都市銀行」では、５地区ともに２割～２割半

程度となっている（図表4-2-8）。

「地方銀行」では、「芝浦港南地区」が20.0％で

最も高く、他の４地区は１割半弱である。

「信用金庫・信用組合」では、「芝地区」が

26.7％で最も高く、次いで「高輪地区」が23.4％、

「麻布地区」が21.1％で続き、３地区は２割を超

える。「赤坂地区」（13.2％）と「芝浦港南地区」

（10.0％）では、３地区に比べ割合が低い傾向が

ある。

「政府系金融機関」では、「芝地区」が16.0％で

他の４地区に比べて相対的に割合が低い。

「開業した方の個人資金」では、「麻布地区」、

「赤坂地区」及び「高輪地区」が４割半前後で、

半数に迫る事業所が現在の資金調達先として選択

している。「芝地区」及び「芝浦港南地区」では

３割半で、他の３地区より10ポイント程度低い。

「開業した方の親戚・知人」は、「開業した方の

個人資金」と同様な傾向があり、「芝地区」及び

「芝浦港南地区」では本人を含む近親者から資金

を調達している割合が低い。

（８）現在の事業所の場所と港区で事業を行うこ

とのメリット

「港区で事業を行うことのメリット」（問15

（１））（複数回答）について、特徴的な項目につ

いて記述していく。

「取引先・顧客の存在」では、「芝地区」が

50.9％で最も高く、「麻布地区」、「赤坂地区」及

び「高輪地区」が４割前後となっている（図表

4-2-9）。「芝浦港南地区」は14.3％で、最も割合

が高い「芝地区」より35ポイント以上低い。「芝

浦港南地区」では、開業準備での苦労においても、

「販売先・顧客の確保」の割合が他の４地区より

低い（図表4-2-7参照）。

「マーケットとしての魅力」では、「麻布地区」

が49.5％で最も高く、半数に迫る事業所が港区で

事業を行うメリットとして選択している。次いで、

「高輪地区」が45.7％、「芝地区」及び「赤坂地区」

が３割半で続く。「芝浦港南地区」のみ19.0％で、

他の４地区と比べて大幅に割合が低い。

「国内及び海外への交通アクセス」では、「芝地

区」が29.6％、「芝浦港南地区」が23.8％で他の

３地区より割合が高い傾向がある。これは、「芝

図表4-2-8　現在の事業所の場所（問３（１））×現

在の資金調達先（問14）

芝地区【n=150】 麻布地区【n=109】 赤坂地区【n=121】
高輪地区【n=47】 芝浦港南地区【n=20】 全体【n=447】
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0.4%

9.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1.都市銀行

2.地方銀行

3.信用金庫・

信用組合

4.政府系

金融機関

5.その他の

金融機関

（ノンバンクなど）

6.ベンチャー

キャピタル

7.取引先

8.開業した方

の個人資金

9.開業した方

の親戚・知人

10.クラウド

ファンディング

11.その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝61.176 自由度＝44 p＝0.044* ＊p＜0.05
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図表4-2-9　現在の事業所の場所（問３（１））×港

区で事業を行うことのメリット（問15（１））

図表4-2-10　現在の事業所の場所（問３（１））×港

区で事業を行うことのデメリット（問15（２））

芝地区【n=159】 麻布地区【n=113】 赤坂地区【n=125】
高輪地区【n=47】 芝浦港南地区【n=21】 全体【n=465】
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1.事業所

の賃料

2.事業所の

確保が困難

3.他企業

との競争

4.人件費

5.人材を

集めにくい

6.情報収集

が困難

7.顧客の固定化

が難しい

8.顧客の要望

が多様で高度

9.地元住民との

接点が少ない

10.通勤時間

11.生活コスト

12.規制が

厳しい

13.その他

14.特にない

※無回答は集計から除く。 χ2＝94.634 自由度＝56 p＝0.001* ＊p＜0.05
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高輪地区【n=46】 芝浦港南地区【n=21】 全体【n=462】
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1.取引先・

顧客の存在

2.マーケット

としての魅力

3.関連産業

の集積

4.人材確保

が容易

5.国内及び

海外への

交通アクセス

6.支援策の

充実

7.情報収集

が容易

8.事業所の

確保が容易

9.知名度・

ブランド力

10.治安の良さ

11.人が多い

12.外国人が多い

13.その他
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※無回答は集計から除く。 χ2＝168.010 自由度＝56 p＝0.000* ＊p＜0.05
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地区」、「芝浦港南地区」ともに東京国際空港（羽

田空港）へのアクセスが良く、また大宮・横浜方

面への鉄道アクセスが良いからと考えられる。さ

らに、「芝浦港南地区」管内には品川駅があり、

東海道新幹線への利便性も高い。

「支援策の充実」では、「芝浦港南地区」のみ１

割を超えている。

「知名度・ブランド力」では、「赤坂地区」が

61.6％で最も高い。次いで、「麻布地区」が

49.5％、「高輪地区」が47.8％で続く。「芝地区」

が30.8％、「芝浦港南地区」が23.8％であり、地

区によって割合が大きく異なる。

「治安の良さ」では、「高輪地区」が52.2％で他

の４地区より30ポイント以上大幅に割合が高い。

港区で事業を行うメリットについて「特に

ない」と回答した割合は、「芝浦港南地区」が

23.8％で、他の地区を大幅に上回る。

（９）現在の事業所の場所と港区で事業を行うこ

とのデメリット

「港区で事業を行うことのデメリット」（問15

（２））（複数回答）について、特徴的な項目につ

いて記述していく。

「事業所の賃料」では、どの地区も半数を超え

る事業所が、港区で事業を行うデメリットとし

て選択している（図表4-2-10）。「高輪地区」が

76.6％で最も高く、次いで「赤坂地区」が66.4％、

「麻布地区」が63.7％で続く。

「人材を集めにくい」では、「芝浦港南地区」が

33.3％で他の地区を15ポイント以上上回る。これ

は、従業者数が不足すると回答している割合が

「芝浦港南地区」で最も高かったことと関係して

いると考えられる（図表4-2-4参照）。

「顧客の要望が多様で高度」では、「高輪地区」

のみ２割を超え、他の４地区を大きく上回る。

３　事業所の移動経験の有無による分析

以下では、事業所の移動経験の有無による分

析を行う。なお、「開業時の事業所の場所」（問

３（２））で「現在と同じ」と回答した事業所を

“移動経験なし”と捉え、「現在と異なる港区内」、

「港区以外の東京都内」、「東京都以外の日本国内」

及び「海外」と回答した事業所を“移動経験あ

り”と捉え分析を行う。

（１）事業所の移動経験の有無と主な業務

「主な業務」（問２）では、「移動経験あり」の

事業所では、「卸・小売業」が15.9％で最も高く、

次いで「飲食業」が14.3％、「専門サービス業」

が13.5％で続く（図表4-3-1）。

「移動経験なし」の事業所に比べ、「医療・福

祉」で15.1ポイント、「飲食業」で11.3ポイント

低い。

図表4-3-1　事業所の移動経験の有無（問３（２））×主な業務（問２）
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4.0%

4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動経験なし

【n＝351】

移動経験あり

【n＝126】

全体

【n＝477】

卸・小売業 飲食業 情報通信業・ソフトウェア業

専門サービス業 技術サービス業 映像・コンテンツ制作業

広告業 不動産業 製造業・印刷業

建設業（工事含む） 医療・福祉 生活関連サービス業・娯楽業

教育・学習支援業 その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝50.575 自由度＝13 p＝0.000* ＊p＜0.05
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主な業務を「卸・小売業」、「飲食業」、「クリ

エイティブ産業」（「情報通信業・ソフトウェア

業」、「専門サービス業」、「技術サービス業」、「映

像・コンテンツ制作業」及び「広告業」の合計）、

「医療・福祉・生活等サービス業」（「医療・福祉」、

「生活関連サービス業・娯楽業」及び「教育・学

習支援業」の合計）、「その他」（「不動産業」、「製

造業・印刷業」、「建設業（工事含む）」及び「そ

の他」の合計）の５区分にまとめた場合、その特

徴はより明確に表れる。

「卸・小売業」は、事業所の移動経験の有無に

よる大きな差は認められない（図表4-3-2）。一方、

「クリエイティブ産業」では、「移動経験あり」の

事業所は36.5％で、「移動経験なし」の事業所よ

り20.5ポイント高い。「医療・福祉・生活等サー

ビス業」では、「移動経験あり」の事業所では

17.5％で、「移動経験なし」の事業所より16.7ポ

イント低い。

（２）事業所の移動経験の有無と正規従業者数

「正規従業者数」（問５（１）①）の「２人

以下」の割合は、「移動経験なし」の事業所が

51.6％で、「移動経験あり」の事業所の29.3％に

比べ22.3ポイント高い（図表4-3-3）。「移動経験

なし」の事業所では、正規従業者の数が「移動経

験あり」の事業所より少ない傾向がある。

なお、「非正規従業者数」（問５（１）②）につ

いては、統計上有意な結果は得られなかった。

（３）事業所の移動経験の有無と開業時からの従

業者数の変化

「開業時からの従業者数の変化」（問５（３））

については、「移動経験あり」の事業所で「増え

た」と「やや増えた」の合計の割合は63.2％で、

「移動経験なし」の事業所の40.1％を23.1ポイン

ト上回る（図表4-3-4）。

一方、「やや減った」と「減った」の合計の割

合は、「移動経験なし」の事業所の方が9.6ポイン

ト高い。

このことから、事業所の移動の要因として、事

業規模の拡大等に伴い従業者数が増加することが

考えられる。

図表4-3-2　事業所の移動経験の有無（問３（２））

×主な業務（問２）

13.4%

15.9%

14.0%

25.6%

14.3%

22.6%

16.0%

36.5%

21.4%

34.2%

17.5%

29.8%

10.8%

15.9%

12.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動経験なし

【n＝351】

移動経験あり

【n＝126】

全体

【n＝477】

卸・小売業 飲食業 クリエイティブ産業

医療・福祉・生活等サービス業 その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝34.661 自由度＝4 p＝0.000* ＊p＜0.05

図表4-3-3　事業所の移動経験の有無（問３（２））×

正規従業者数（問５（１）①）

51.6%

27.6%

12.2%

3.6% 3.3%
1.8%

29.3%

30.9%

20.3%

10.6%
7.3%

1.6%

45.7%

28.5%

14.3%

5.4% 4.3% 1.7%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

2人以下 3～5人 6～10人 11～20人 21～50人 51人以上

移動経験なし
【n＝337】

移動経験あり
【n＝123】

全体
【n＝460】

※無回答は集計から除く。 χ2＝25.957 自由度＝5 p＝0.000* ＊P＜0.05

図表4-3-4　事業所の移動経験の有無（問３（２））

×開業時からの従業者数の変化（問５（３））

19.2% 20.9%

44.7%

11.2%

4.0%

33.6%
29.6%

31.2%

3.2% 2.4%

23.0% 23.2%

41.1%

9.1% 3.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

増えた やや増えた 変わらない やや減った 減った

移動経験なし

【n＝349】
移動経験あり

【n＝125】
全体

【n＝474】

※無回答は集計から除く。 χ2＝22.487 自由度＝4 p＝0.000* ＊P＜0.05
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（４）事業所の移動経験の有無と開業の動機

「開業の動機」（問10）（複数回答）について、

事業所の移動経験の有無によって５ポイント以上

の差があるものを見る。

「自分の裁量で仕事をするため」、「定年後も働

くため」及び「これまでの経験・資格・知識を

活かすため」では、「移動経験なし」の事業所

が「移動経験あり」の事業所より、それぞれ16.7、

5.7、5.1ポイント高い（図表4-3-5）。

「移動経験あり」の方が５ポイント以上高い項

目は一つもない。

（５）事業所の移動経験の有無と採算状況

「採算状況」（問13（１））について、“黒字基

調”と回答した割合（「黒字基調」と「やや黒字

基調」の合計）は、「移動経験あり」の事業所で

62.0％、「移動経験なし」の事業所で47.0％であり、

15ポイントの差がある（図表4-3-6）。

一方、“赤字基調”と回答した割合（「やや赤字

基調」と「赤字基調」の合計）は、「移動経験な

し」の事業所の方が7.4ポイント高い。

（６）事業所の移動経験の有無と最近１～２年の

売上げ

「最近１～２年の売上げ」（問13（２））につい

て、「増加した」と「やや増加した」の合計の割

合は、「移動経験あり」の事業所で72.4％、「移動

経験なし」の事業所で65.7％であり、「移動経験

あり」の事業所の方が高い（図表4-3-7）。

図表4-3-5　事業所の移動経験の有無（問３（２））

×開業の動機（問10）

38.0%38.0%

47.8%47.8%

25.5%25.5%

51.3%51.3%

29.1%

17.5%17.5%

29.1%

2.4%2.4%

7.4%7.4%

0.3%

35.3%35.3%

31.1%

26.1%26.1%

46.2%46.2%

30.3%

11.8%11.8%

26.1%26.1%

5.0%5.0%

8.4%8.4%

2.5%2.5%

37.3%37.3%

43.4%43.4%

25.7%25.7%

50.0%

29.4%

16.0%16.0%

28.3%28.3%

3.1%3.1%

7.7%7.7%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.企業経営・

独立に興味

があったため

2.自分の裁量

で仕事をするため

3.より高い

収入を得るため

4.これまでの経験

・資格・知識を

活かすため

5.自分の技術

やアイディアを

事業化するため

6.定年後も

働くため

7.社会・地域

に貢献するため

8.失業したため

9.その他

10. 開業時から

代表が代わった

ため分からない

【

移動経験なし

n＝337】
移動経験あり

【n＝119】
全体

【n＝456】

※無回答は集計から除く。 χ2＝21.009 自由度＝10 p＝0.021* ＊p＜0.05

図表4-3-6　事業所の移動経験の有無（問３（２））

×採算状況（問13（１））

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動経験なし

【n＝345】

移動経験あり

【n＝121】

全体

【n＝466】

47.0%

62.0%

50.9%

25.8%

18.2%

23.8%

27.2%

19.8%

25.3%

黒字基調 ほぼ均衡 赤字基調

※無回答は集計から除く。 χ2＝8.102 自由度＝2 p＝0.017* ＊p＜0.05

図表4-3-7　事業所の移動経験の有無（問３（２））

×最近１～２年の売上げ（問13（２））

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動経験なし

【n＝344】

移動経験あり

【n＝123】

全体

【n＝467】

24.1%

40.7%

28.5%

41.6%

31.7%

39.0%

13.4%

8.1%

12.0%

7.8%

8.9%

8.1%

5.2%

6.5%

5.6%

7.8%

4.1%

6.9%

増加した やや増加した 変わらない やや減少した

減少した 開業後間もないため比較できない

※無回答は集計から除く。 χ2＝15.312 自由度＝5 p＝0.009* ＊p＜0.05
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また、「やや減少した」と「減少した」の合

計の割合は、「移動経験あり」の事業所で15.4％、

「移動経験なし」の事業所で13.0％であり、こち

らも「移動経験あり」の事業所の方が高い。

このことは、「（５）事業所の移動経験の有無と

採算状況」と整合性がとれる。

（７）事業所の移動経験の有無と港区で事業を行

うことのメリット

「港区で事業を行うことのメリット」（問15

（１））（複数回答）について、事業所の移動経験

の有無によって５ポイント以上の差があるものを

見る。

「国内及び海外への交通アクセス」では、「移動

経験あり」の事業所の方が「移動経験なし」の事

業所より14.2ポイント高い（図表4-3-8）。

「人が多い」、「マーケットとしての魅力」、「取引

先・顧客の存在」及び「治安の良さ」では、「移動

経験なし」の事業所の方が「移動経験あり」事業

所より、それぞれ10.1、9.8、9.2、7.7ポイント高い。

（８）事業所の移動経験の有無と港区で事業を行

うことのデメリット

「港区で事業を行うことのデメリット」（問15

（２））（複数回答）について、事業所の移動経験

の有無によって５ポイント以上の差があるものを

見る。

港区で事業を行うことのデメリットは「特にな

い」と回答した割合は、「移動経験あり」の事業

所の方が「移動経験なし」の事業所より6.6ポイ

ント高い（図表4-3-9）。

「他企業との競争」、「人件費」、「顧客の要望が

多様で高度」及び「生活コスト」では、「移動経

験なし」の事業所の方が「移動経験あり」の事業

所より、それぞれ14.2、8.1、6.6、5.2ポイント高

い。

港区に移動してきた事業所の方が、全体的にデ

メリットと回答する割合が各項目において低い傾

向がある。

図表4-3-8　事業所の移動経験の有無（問３（２））×

港区で事業を行うことのメリット（問15（１））

46.4%46.4%

42.9%42.9%

7.0%7.0%

5.0%5.0%

17.2%17.2%

2.3%

9.0%9.0%

2.0%

45.8%45.8%

24.2%24.2%

19.2%

9.3%

6.4%6.4%

5.0%5.0%

37.2%37.2%

33.1%33.1%

4.1%4.1%

8.3%8.3%

31.4%

2.5%

8.3%8.3%

1.7%

43.0%43.0%

16.5%16.5%

9.1%

6.6%6.6%

4.1%4.1%

5.8%5.8%

44.0%44.0%

40.3%

6.3%6.3%

5.8%5.8%

20.9%

2.4%

8.8%8.8%

1.9%

45.0%45.0%

22.2%

16.6%

8.6%8.6%

5.8%5.8%

5.2%5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1.取引先・

顧客の存在

2.マーケット

としての魅力

3.関連産業

の集積

4.人材確保

が容易

5.国内及び海外

への交通アクセス

6.支援策の

充実

7.情報収集

が容易

8.事業所の

確保が容易

9.知名度・

ブランド力

10.治安の良さ

11.人が多い

12.外国人が多い

13.その他

14.特にない

移動経験なし
【n＝343】

移動経験あり
【n＝121】

全体
【n＝464】

※無回答は集計から除く。 χ2＝32.520 自由度＝14 p＝0.003* ＊p＜0.05
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図表4-3-9　事業所の移動経験の有無（問３（２））×

港区で事業を行うことのデメリット（問15（２））

61.6%61.6%

13.4%13.4%

25.6%25.6%

22.7%22.7%

16.6%16.6%

1.2%

10.2%10.2%

9.0%

7.6%7.6%

12.2%12.2%

21.5%21.5%

2.3%2.3%

4.1%4.1%

10.5%10.5%

65.9%65.9%

11.4%11.4%

11.4%11.4%

14.6%14.6%

12.2%12.2%

0.0%

7.3%7.3%

2.4%2.4%

7.3%7.3%

17.1%17.1%

16.3%16.3%

2.4%2.4%

4.1%4.1%

17.1%17.1%

62.7%62.7%

12.8%12.8%

21.8%21.8%

20.6%20.6%

15.4%15.4%

0.9%

9.4%

7.3%7.3%

7.5%7.5%

13.5%13.5%

20.1%20.1%

2.4%2.4%

4.1%4.1%

12.2%12.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.事業所

の賃料

2.事業所の

確保が困難

3.他企業

との競争

4.人件費

5.人材を

集めにくい

6.情報収集

が困難

7.顧客の固定化

が難しい

8.顧客の要望

が多様で高度

9.地元住民との

接点が少ない

10.通勤時間

11.生活コスト

12.規制が

厳しい

13.その他

14.特にない

移動経験なし

【n＝344】
移動経験あり

【n＝123】
全体

【n＝467】

※無回答は集計から除く。 χ2＝31.833 自由度＝14 p＝0.004* ＊p＜0.05

４　企業形態による分析

ここでは、「企業形態」（問４（１））による分

析を行う。なお、問４（１）で「株式会社（本

社・本店）」、「株式会社（支社・支店）」及び「個

人経営（フランチャイズの個人経営を含む）」を

選択した事業所についてのみ分析を行う（「NPO

法人」、「有限会社・合同会社」及び「その他」は、

分析から除外）。

（１）企業形態と主な業務

「主な業務」（問２）は、「株式会社（本社・本

店）」では「飲食業」が22.0％で最も高く、次

いで「卸・小売業」が16.1％、「不動産業」が

11.2％で続く（図表4-4-1）。

「株式会社（支社・支店）」では、「卸・小売業」

が26.7％で最も高く、次いで「飲食業」が15.6％、

「医療・福祉」が11.1％で続く。

「個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）」

では、「医療・福祉」が36.0％で最も高く、次い

で「飲食業」が29.1％、「専門サービス業」が

12.2％で続く。

「個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）」

では、「医療・福祉」及び「飲食業」の割合が他の

企業形態に比べて相対的に高いことが特徴的である。

主な業務を「卸・小売業」、「飲食業」、「クリ

エイティブ産業」（「情報通信業・ソフトウェア

業」、「専門サービス業」、「技術サービス業」、「映

像・コンテンツ制作業」及び「広告業」の合計）、

「医療・福祉・生活等サービス業」（「医療・福祉」、

「生活関連サービス業・娯楽業」及び「教育・学

習支援業」の合計）、「その他」（「不動産業」、「製

造業・印刷業」、「建設業（工事含む）」及び「そ

の他」の合計）の５区分にまとめたものが図表

4-4-2である。

「クリエイティブ産業」の割合は、「株式会社

（本社・本店）」が27.8％で「個人経営（フラン

チャイズの個人経営を含む）」（15.7％）より12.1

ポイント高い。

「医療・福祉・生活等サービス業」の割合は、

「個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）」

が44.8％で「株式会社（本社・本店）」（14.1％）

より30ポイント以上高い。
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（２）企業形態と事業所の移動経験の有無

「事業所の移動経験の有無」については、「開業

時の事業所の場所」（問３（２））で「現在と同

じ」と回答した事業所を“移動経験なし”と捉え、

「現在と異なる港区内」、「港区以外の東京都内」、

「東京都以外の日本国内」及び「海外」と回答し

た事業所を“移動経験あり”と捉える。

「個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）」

の約９割が事業所の「移動経験なし」と回答して

おり、「株式会社（本社・本店）」及び「株式会社

（支社・支店）」に比べ大幅に割合が高い（図表

4-4-3）。

図表4-4-1　企業形態（問４（１））×主な業務（問２）

16.1%

26.7%

9.3%

14.5%

22.0%

15.6%

29.1%

24.2%

6.3%

6.7%

0.0%

3.8%

8.8%

2.2%

12.2%

9.5%

6.8%

4.4%
3.5%

5.2%

4.9%

6.7%

0.0%
3.1%

1.0%
0.0%

0.0%

0.5%

11.2%

2.2%

0.0%

5.7%

1.5%

2.2%

0.0%

0.9%

0.5%

6.7%

0.6%

1.2%

5.9%

11.1%

36.0%

18.7%

6.3%

8.9%

5.8%

6.4%

2.0%

2.2%

2.9%

2.4%

6.8%

4.4%

0.6%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

株式会社（本社・本店）

【n＝205】

株式会社（支社・支店）

【n＝45】

個人経営（フランチャイズ

の個人経営を含む）

【n＝172】

全体

【n＝422】

卸・小売業 飲食業 情報通信業・ソフトウェア業

専門サービス業 技術サービス業 映像・コンテンツ制作業

広告業 不動産業 製造業・印刷業

建設業（工事含む） 医療・福祉 生活関連サービス業・娯楽業

教育・学習支援業 その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝134.776 自由度＝26 p＝0.000* ＊p<0.05

図表4-4-3　企業形態（問４（１））×事業所の移動

経験の有無（問３（２））

0% 20% 40% 60% 80% 100%

株式会社
（本社・本店）
【n＝206】

株式会社
（支社・支店）
【n＝44】

個人経営
（フランチャイズ

の個人経営を含む）
【n＝171】

全体

【n＝421】

65.0%

59.1%

89.5%

74.3%

35.0%

40.9%

10.5%

25.7%

移動経験なし 移動経験あり

※無回答は集計から除く。 χ2＝35.224 自由度＝2 p＝0.000* ＊p<0.05

図表4-4-2　企業形態（問４（１））×主な業務（問

２）

16.1%

26.7%

9.3%

14.5%

22.0%

15.6%

29.1%

24.2%

27.8%

20.0%

15.7%

22.0%

14.1%

22.2%

44.8%

27.5%

20.0%

15.6%

1.2%

11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

株式会社
（本社・本店）
【n＝205】

株式会社
（支社・支店）
【n＝45】

個人経営
（フランチャイズ

の個人経営を含む）
【n＝172】

全体

【n＝422】

卸・小売業 飲食業 クリエイティブ産業
医療・福祉・生活等サービス業 その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝79.014 自由度＝8 p＝0.000* ＊p<0.05
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（３）企業形態と従業者数・今後の事業予定

「正規従業者数」（問５（１）①）は、「個人経

営（フランチャイズの個人経営を含む）」では

「２人以下」が70.7％である（図表4-4-4）。５人

以下の事業所は９割を超え、株式会社に比べ正規

従業者数が少ないことがわかる。

「現在の従業者数の状況」（問５（２））とのク

ロス集計を見ると、「個人経営（フランチャイズ

の個人経営を含む）」では従業者数が「不足」と

回答した割合は8.2％で、「株式会社（本社・本

店）」及び「株式会社（支社・支店）」より10ポイ

ント以上低い（図表4-4-5）。また、「適切」と回

答した割合は49.7％で、「株式会社（本社・本店）」

及び「株式会社（支社・支店）」より高い。

「開業時からの従業者数の変化」（問５（３））

とのクロス集計についても、「個人経営（フラン

チャイズの個人経営を含む）」では「増加」と回

答した割合が「株式会社（本社・本店）」及び

「株式会社（支社・支店）」より低く、また、「減

少」と回答した割合が高い（図表4-4-6）。

さらに、「今後の事業予定」（問18）では、「株

式会社（本社・本店）」及び「株式会社（支社・

支店）」の７割弱が「事業規模の拡大」を予定し

ていると回答しているのに対し、「個人経営（フ

ランチャイズの個人経営を含む）」では４割にと

どまり、「同程度の事業規模で継続」を予定して

いると回答した事業所が54.8％に上る（図表4-4-

7）。

図表4-4-4～7から、「個人経営（フランチャイ

ズの個人経営を含む）」の事業所では、小規模の

事業所が多く、現在行っている事業規模の継続を

考えているため、従業者数は適切であると考えて

いる割合が、「株式会社（本社・本店）」及び「株

式会社（支社・支店）」に比べ高いと考えられる。

図表4-4-4　企業形態（問４（１））×正規従業者数

（問５（１）①）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

株式会社
（本社・本店）
【n＝205】

株式会社
（支社・支店）
【n＝45】

個人経営
（フランチャイズ

の個人経営を含む）
【n＝157】

全体

【n＝407】

33.2%

24.4%

70.7%

46.7%

29.3%

42.2%

21.7%

27.8%

20.0%

8.9%

6.4%

13.5%

7.8%

6.7%

1.3%
5.2%

6.8%

13.3%

0.0%

4.9%

2.9%

4.4%

0.0%

2.0%

2人以下 3～5人 6～10人 11～20人

21～50 人 51人以上

※無回答は集計から除く。 χ2＝79.640 自由度＝10 p＝0.000* ＊p<0.05

図表4-4-5　企業形態（問４（１））×現在の従業者

数の状況（問５（２））

0% 20% 40% 60% 80% 100%

株式会社
（本社・本店）
【n＝205】

株式会社
（支社・支店）
【n＝45】

個人経営
（フランチャイズ

の個人経営を含む）
【n＝171】

全体

【n＝421】

22.4%

22.2%

8.2%

16.6%

34.6%

46.7%

40.4%

38.2%

42.0%

28.9%

49.7%

43.7%

0.5%

2.2%

1.8%

1.2%

0.5%

0.0%

0.0%

0.2%

不足 やや不足 適切 やや過剰 過剰

※無回答は集計から除く。 χ2＝26.899 自由度＝10 p＝0.003* ＊p<0.05

図表4-4-6　企業形態（問４（１））×開業時からの

従業者数の変化（問５（３））

0% 20% 40% 60% 80% 100%

株式会社
（本社・本店）
【n＝205】

株式会社
（支社・支店）
【n＝45】

個人経営
（フランチャイズ

の個人経営を含む）
【n＝172】

全体

【n＝422】

56.1%

44.4%

33.7%

45.7%

33.2%

51.1%

47.1%

40.8%

10.7%

4.4%

19.2%

13.5%

増加 変わらない 減少

※無回答は集計から除く。 χ2＝24.043 自由度＝4 p＝0.000* ＊p<0.05
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（４）企業形態と開業者の性別

開業者が「女性」の割合は、「個人経営（フラ

ンチャイズの個人経営を含む）」で27.9％、「株式

会社（本社・本店）」で19.4％、「株式会社（支

社・支店）」で11.9％である（図表4-4-8）。

（５）企業形態と開業の動機

「開業の動機」（問10）（複数回答）では、「株

式会社（本社・本店）」及び「個人経営（フラン

チャイズの個人経営を含む）」について見る。

「株式会社（本社・本店）」では、「これまでの

経験・資格・知識を活かすため」が50.5％で最

も高い（図表4-4-9）。「企業経営・独立に興味が

あったため」（41.4％）、「自分の技術やアイディ

アを事業化するため」（37.4％）、「自分の裁量で

仕事をするため」（32.3％）は３割を超える「株

式会社（本社・本店）」の事業所が開業の動機と

して選択している。

「個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）」

では、「自分の裁量で仕事をするため」が64.3％

で６割を超える。「これまでの経験・資格・知識

を活かすため」（52.0％）、「企業経営・独立に興

味があったため」（37.4％）を３割を超える「個

人経営（フランチャイズの個人経営を含む）」の

事業所が開業の動機として選択している。

「株式会社（本社・本店）」と「個人経営（フラ

ンチャイズの個人経営を含む）」で５ポイント以

上の差がある項目を見ると、「自分の技術やアイ

ディアを事業化するため」で「株式会社（本社・

本店）」の方が14.0ポイント高く、「自分の裁量で

仕事をするため」及び「定年後も働くため」で

「個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）」

の方がそれぞれ32.0、6.4ポイント高い。

図表4-4-7　企業形態（問４（１））×今後の事業予定（問18）

67.2%

67.4%

41.7%

56.7%

31.8%

27.9%

54.8%

40.8%

0.5%

0.0%

1.2%

0.7%

0.5%

2.3%

0.6%

0.7%

0.0%

0.0%
1.2%

0.5%

0.0%
2.3%

0.6%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

株式会社（本社・本店）

【n＝198】

株式会社（支社・支店）

【n＝43】

個人経営（フランチャイズ

の個人経営を含む）

【n＝168】

全体

【n＝409】

事業規模の拡大 同程度の事業規模で継続 事業規模の縮小 事業転換 閉店・廃業 その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝34.526 自由度＝10 p＝0.000* ＊p<0.05

図表4-4-8　企業形態（問４（１））×開業者の性別

（問６）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

株式会社
（本社・本店）
【n＝201】
株式会社

（支社・支店）
【n＝42】

個人経営
（フランチャイズ

の個人経営を含む）
【n＝172】

全体

【n＝415】

80.6%

88.1%

72.1%

77.8%

19.4%

11.9%

27.9%

22.2%

男性 女性

※無回答は集計から除く。 χ2＝6.738 自由度＝2 p＝0.034* ＊p<0.05
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（６）企業形態と現在の資金調達先

「現在の資金調達先」（問14）（複数回答）では、

「株式会社（本社・本店）」及び「個人経営（フラ

ンチャイズの個人経営を含む）」について見る。

「株式会社（本社・本店）」、「個人経営（フラン

チャイズの個人経営を含む）」ともに「開業した

方の個人資金」の割合が最も高い（図表4-4-10）。

しかし、その割合には大きな差があり、「株式会

社（本社・本店）」で36.7％、「個人経営（フラン

チャイズの個人経営を含む）」で55.5％である。

「株式会社（本社・本店）」と「個人経営（フラ

ンチャイズの個人経営を含む）」で５ポイント以

上の差がある項目を見ると、「都市銀行」、「信用

金庫・信用組合」及び「取引先」で「株式会社

（本社・本店）」の方がそれぞれ13.2、12.7、6.0ポ

イント高く、「開業した方の個人資金」で18.8ポ

イント低い。

図表4-4-9　企業形態（問４（１））×開業の動機（問

10）

41.4%41.4%

32.3%32.3%

24.7%24.7%

50.5%50.5%

37.4%37.4%

14.1%14.1%

26.8%26.8%

2.5%2.5%

8.1%8.1%

1.0%

36.8%36.8%

15.8%15.8%

13.2%13.2%

44.7%44.7%

26.3%26.3%

10.5%10.5%

23.7%23.7%

0.0%

5.3%5.3%

5.3%5.3%

37.4%37.4%

64.3%64.3%

28.7%

52.0%52.0%

23.4%23.4%

20.5%20.5%

31.0%31.0%

4.1%4.1%

7.0%7.0%

0.0%

39.3%

44.2%44.2%

25.3%25.3%

50.6%50.6%

30.5%30.5%

16.5%16.5%

28.3%28.3%

2.9%2.9%

7.4%7.4%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.企業経営・

独立に興味

があったため

2.自分の裁量

で仕事をするため

3.より高い

収入を得るため

4.これまでの経験

・資格・知識を

活かすため

5.自分の技術

やアイディアを

事業化するため

6.定年後も

働くため

7.社会・地域

に貢献するため

8.失業したため

9.その他

10. 開業時から

代表が代わった

ため分からない

株式会社（本社・本店）【n＝198】

株式会社（支社・支店）【n＝38】

個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）【n＝171】

全体【n＝407】

※無回答は集計から除く。 χ2＝82.374 自由度＝20 p＝0.000* ＊p＜0.05

図表4-4-10　企業形態（問4（１））×現在の資金調

達先（問14）

株式会社（本社・本店）【n＝196】

株式会社（支社・支店）【n＝41】

個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）【n＝167】

全体【n＝401】

26.0%26.0%

12.8%12.8%

25.5%25.5%

24.5%24.5%

3.6%3.6%

0.5%

6.6%6.6%

36.7%36.7%

8.7%8.7%

0.0%

11.2%11.2%

41.5%41.5%

24.4%24.4%

24.4%24.4%

4.9%4.9%

0.0%

2.4%

2.4%2.4%

24.4%24.4%

4.9%4.9%

2.4%

12.2%12.2%

12.8%12.8%

11.6%11.6%

12.8%12.8%

26.8%26.8%

4.9%4.9%

0.0%

0.6%

55.5%55.5%

12.2%12.2%

0.0%

4.9%4.9%

22.2%22.2%

13.5%13.5%

20.2%

23.4%23.4%

3.7%3.7%

0.5%

3.7%3.7%

43.1%43.1%

9.7%

0.2%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.都市銀行

2.地方銀行

3.信用金庫・

信用組合

4.政府系

金融機関

5.その他の

金融機関

（ノンバンクなど）

6.ベンチャー

キャピタル

7.取引先

8.開業した方

の個人資金

9.開業した方

の親戚・知人

10.クラウド

ファンディング

11.その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝93.291 自由度＝22 p＝0.000* ＊p＜0.05
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（７）企業形態と港区で事業を行うことのメリッ

ト・デメリット

「港区で事業を行うことのメリット」（問15

（１））（複数回答）及び「港区で事業を行うこと

のデメリット」（問15（２））（複数回答）では、

「株式会社（本社・本店）」及び「個人経営（フラ

ンチャイズの個人経営を含む）」についてのみ見

る。

メリットについて、「株式会社（本社・本店）」

では、「知名度・ブランド力」が53.0％で最も高く、

次いで「取引先・顧客の存在」が48.0％、「マー

ケットとしての魅力」が37.5％で続く（図表4-4-11）。

「個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）」

では、「マーケットとしての魅力」が47.0％で最

も高く、次いで「取引先・顧客の存在」が44.6％、

「知名度・ブランド力」が44.0％で続く。上位３

つの項目は、順番は異なるが同じ項目となってい

る。

「株式会社（本社・本店）」と「個人経営（フ

ランチャイズの個人経営を含む）」で５ポイント

以上の差がある項目を見ると、「国内及び海外へ

の交通アクセス」及び「知名度・ブランド力」

で「株式会社（本社・本店）」の方がそれぞれ9.8、

9.0ポイント高く、「治安の良さ」、「人が多い」及

び「マーケットとしての魅力」で「個人経営（フ

ランチャイズの個人経営を含む）」の方がそれぞ

れ17.0、13.8、9.5ポイント高い。

デメリットについては、「株式会社（本社・本

店）」では、「事業所の賃料」が65.0％だが、その

他の項目は全て２割を下回る（図表4-4-12）。

「個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）」

では、「株式会社（本社・本店）」と同様に「事業

所の賃料」が66.3％で最も高く、次いで「他企業

との競争」が32.5％、「人件費」及び「生活コス

ト」が24.9％で続く。

「株式会社（本社・本店）」と「個人経営（フラ

ンチャイズの個人経営を含む）」で５ポイント以

上の差がある項目を見ると、デメリットは「特に

ない」で「株式会社（本社・本店）」の方が7.3ポ

イント高く、「他企業との競争」、「人件費」、「生

活コスト」、「人材を集めにくい」、「顧客の固定化

が難しい」及び「顧客の要望が多様で高度」で

「個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）」

の方がそれぞれ18.0、8.9、8.4、7.9、6.0、5.2ポ

イント高い。

図表4-4-11　企業形態（問４（１））×港区で事業を

行うことのメリット（問15（１））

株式会社（本社・本店）【n＝200】
株式会社（支社・支店）【n＝45】
個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）【n＝168】
全体【n＝413】

48.0%48.0%

37.5%37.5%

7.0%7.0%

6.0%6.0%

23.5%23.5%

1.5%

11.0%11.0%

2.0%

53.0%53.0%

14.0%14.0%

10.0%

7.5%7.5%

4.5%4.5%

3.5%3.5%

33.3%33.3%

37.8%37.8%

11.1%11.1%

13.3%13.3%

24.4%

2.2%2.2%

4.4%4.4%

0.0%

42.2%42.2%

17.8%17.8%

15.6%15.6%

6.7%6.7%

0.0%

6.7%6.7%

44.6%44.6%

47.0%47.0%

5.4%5.4%

3.0%3.0%

13.7%13.7%

3.0%3.0%

8.9%

2.4%

44.0%44.0%

31.0%31.0%

23.8%23.8%

11.3%11.3%

8.9%

6.0%6.0%

45.0%45.0%

41.4%41.4%

6.8%6.8%

5.6%5.6%

19.6%19.6%

2.2%2.2%

9.4%

1.9%

48.2%48.2%

21.3%21.3%

16.2%16.2%

9.0%

5.8%5.8%

4.8%4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.取引先・

顧客の存在

2.マーケット

としての魅力

3.関連産業

の集積

4.人材確保

が容易

5.国内及び

海外への

交通アクセス

6.支援策の

充実

7.情報収集

が容易

8.事業所の

確保が容易

9.知名度・

ブランド力

10.治安の良さ

11.人が多い

12.外国人が多い

13.その他

14.特にない

※無回答は集計から除く。 χ2＝68.814 自由度＝28 p＝0.000* ＊p＜0.05
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「特にない」を除く13項目のデメリットのうち、

11項目で「個人経営（フランチャイズの個人経営

を含む）」の方が割合は高く、よりデメリットと

感じていることがわかる。

５　従業者数による分析

ここでは、従業者に関する課題について、従業

者規模から捉える。従業者数について、調査票で

は、「正規従業者数」及び「非正規従業者数」を

聞いた（問５（１）①、②）。この結果を整理し、

「正規従業者数」については、「２人以下」、「３～

５人」、「６～10人」、「11人以上」に４区分する。

「非正規従業者数」については、「非正規の雇用な

し」、「１～２人」、「３～５人」、「６人以上」に４

区分する。以下では、この４区分により、調査票

の他の項目とのクロス集計結果を示す。

クロス集計の項目は、「開業年」（問１（１））、

「主な業務」（問２）、「企業形態」（問４（１））、

「非正規従業者数」（問５（１）②）、「開業者の開

業当時の年齢」（問７）、「採算状況」（問13（１））、

「現在の資金調達先」（問14）と従業者の確保や

育成に関する問題（問11⑤、問15（１）④、問

15（２）④⑤、問16⑧）である。分析結果のうち、

統計上有意な結果を得た項目を中心に見る。

（１）正規従業者数と主な業務

図表4-5-1から、正規従業者数別に「主な業

務」（問２）を見る。「２人以下」では、「卸・小

売業」11.9％、「飲食業」31.4％、「クリエイティ

ブ産業」17.1％、「医療・福祉・生活等サービス

業」27.6％である。「３～５人」では、「卸・小

図表4-4-12　企業形態（問４（１））×港区で事業を

行うことのデメリット（問15（２））

株式会社（本社・本店）【n＝200】
株式会社（支社・支店）【n＝45】
個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）【n＝169】
全体【n＝414】

65.0%65.0%

13.5%13.5%

14.5%14.5%

16.0%16.0%

11.0%11.0%

1.0%

7.0%7.0%

6.0%6.0%

7.5%7.5%

12.0%12.0%

16.5%16.5%

2.5%2.5%

5.0%5.0%

15.0%15.0%

51.1%51.1%

11.1%11.1%

17.8%17.8%

22.2%22.2%

15.6%15.6%

4.4%4.4%

8.9%

4.4%4.4%

8.9%8.9%

20.0%20.0%

20.0%20.0%

2.2%2.2%

2.2%2.2%

13.3%13.3%

66.3%66.3%

14.8%14.8%

32.5%32.5%

24.9%24.9%

18.9%

0.0%

13.0%13.0%

11.2%11.2%

7.7%7.7%

13.0%13.0%

24.9%24.9%

3.6%3.6%

4.1%4.1%

7.7%7.7%

64.0%64.0%

13.8%13.8%

22.2%22.2%

20.3%20.3%

14.7%14.7%

1.0%

9.7%

8.0%8.0%

7.7%7.7%

13.3%13.3%

20.3%20.3%

2.9%2.9%

4.3%4.3%

11.8%11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.事業所

の賃料

2.事業所の

確保が困難

3.他企業

との競争

4.人件費

5.人材を

集めにくい

6.情報収集

が困難

7.顧客の固定化

が難しい

8.顧客の要望

が多様で高度

9.地元住民との

接点が少ない

10.通勤時間

11.生活コスト

12.規制が

厳しい

13.その他

14.特にない

※無回答は集計から除く。 χ2＝58.668 自由度＝28 p＝0.001* ＊p＜0.05

図表4-5-1　正規従業者数（問５（１）①）×主な業

種（問２）

11.9%

12.2%

16.7%

22.6%

13.9%

31.4%

19.1%

12.1%

11.3%

22.8%

17.1%

23.7%

25.8%

30.2%

21.7%

27.6%

30.5%

36.4%

24.5%

29.3%

11.9%

14.5%

9.1%

11.3%

12.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2人以下
【n=210】

3～5人
【n=131】

6～10人
【n=66】

11人以上
【n=53】

全体
【n=460】

卸・小売業 飲食業 クリエイティブ産業

医療・福祉・生活等サービス業 その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝25.583 自由度＝12 p＝0.012* ＊p<0.05
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売業」12.2％、「飲食業」19.1％、「クリエイティ

ブ産業」23.7％、「医療・福祉・生活等サービス

業」30.5％である。「６～10人」では、「卸・小

売業」16.7％、「飲食業」12.1％、「クリエイティ

ブ産業」25.8％、「医療・福祉・生活等サービス

業」36.4％である。「11人以上」では、「卸・小売

業」22.6％、「飲食業」11.3％、「クリエイティブ

産業」30.2％、「医療・福祉・生活等サービス業」

24.5％である。

正規従業者数が多くなるにつれ、「卸・小売業」

及び「クリエイティブ産業」の割合が上がり、逆

に「飲食業」の割合は下がる傾向がある。

（２）正規従業者数と企業形態

図表4-5-2で、「企業形態」（問４（１））につい

て見る。なお、企業形態の選択肢のうち、「NPO

法人」、「有限会社・合同会社」及び「その他」に

ついては、分析から除外している。

「２人以下」では、「株式会社（本社・本店）」

35.8％、「株式会社（支社・支店）」5.8％、「個

人経営（フランチャイズの個人経営を含む）」

58.4％である。「３～５人」では、「株式会社（本

社・本店）」53.1％、「株式会社（支社・支店）」

16.8％、「個人経営（フランチャイズの個人経営

を含む）」30.1％である。「６～10人」では、「株

式会社（本社・本店）」74.5％、「株式会社（支

社・支店）」7.3％、「個人経営（フランチャイズ

の個人経営を含む）」18.2％である。「11人以上」

では、「株式会社（本社・本店）」72.9％、「株式

会社（支社・支店）」22.9％、「個人経営（フラン

チャイズの個人経営を含む）」4.2％である。

正規従業者数が少ない事業所では、企業形態と

しては「個人経営（フランチャイズの個人経営を

含む）」の割合が相対的に高く、正規従業者数が

多い事業所では、「株式会社（本社・本店）」の割

合が高い傾向がある。

（３）正規従業者数と非正規従業者数

図表4-5-3から「正規従業者数」と「非正規従

業者数」を見る。正規従業者数が「２人以下」

では、「非正規の雇用なし」26.3％、「１～２人」

37.2％、「３～５人」21.2％、「６人以上」15.4％

である。正規従業者数が「３～５人」では、「非

正規の雇用なし」21.5％、「１～２人」39.3％、

「３～５人」14.0％、「６人以上」25.2％である。

正規従業者数が「６～10人」では、「非正規の雇

用なし」19.6％、「１～２人」41.1％、「３～５

人」14.3％、「６人以上」25.0％である。正規従

業者数が「11人以上」では、「非正規の雇用なし」

16.7％、「１～２人」14.6％、「３～５人」10.4％、

「６人以上」58.3％である。おおむね、正規従業

者数が増加するにつれ、非正規従業者の雇用も増

加していることがわかる。

（４）正規従業者数と採算状況

正規従業者数別の事業所の「採算状況」（問13

図表4-5-2　正規従業者数（問５（１）①）×企業形

態（問４（１））

35.8%

53.1%

74.5%

72.9%

50.2%

5.8%

16.8%

7.3%

22.9%

11.1%

58.4%

30.1%

18.2%
4.2%

38.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2人以下

【n=190】
3～5人
【n=113】
6～10人
【n=55】

11人以上

【n=48】
全体

【n=406】

株式会社（本社・本店） 株式会社（支社・支店）

個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）

※無回答は集計から除く。 χ2＝76.462 自由度＝6 p＝0.000* ＊p<0.05

図表4-5-3　正規従業者数（問５（１）①）×非正規

従業者数（問５（１）②）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2人以下
【n=156】

3～5人
【n=107】

6～10人
【n=56】

11人以上
【n=48】

全体
【n=367】

26.3%

21.5%

19.6%

16.7%

22.6%

37.2%

39.3%

41.1%

14.6%

35.4%

21.2%

14.0%

14.3%

10.4%

16.6%

15.4%

25.2%

25.0%

58.3%

25.3%

非正規の雇用なし 1～ 2人 3～ 5人 6人以上

※無回答は集計から除く。 χ2＝39.308 自由度＝9 p＝0.000* ＊p<0.05
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（１））を、図表4-5-4で見る。なお、「採算状況」

を「黒字基調」（調査票の「黒字基調」と「やや

黒字基調」の合計）、「ほぼ均衡」及び「赤字基

調」（調査票の「やや赤字基調」と「赤字基調」

の合計）の３区分にまとめている。「２人以下」

では、「黒字基調」37.9％、「ほぼ均衡」30.1％、

「赤字基調」32.0％である。「３～５人」では、

「黒字基調」60.6％、「ほぼ均衡」17.3％、「赤字

基調」22.0％である。「６～10人」では、「黒字

基調」60.3％、「ほぼ均衡」23.8％、「赤字基調」

15.9％である。「11人以上」では、「黒字基調」

67.3％、「ほぼ均衡」11.5％、「赤字基調」21.2％

である。おおむね、正規従業者数が多いほど採算

状況が良好であることがわかる。

あわせて、正規従業者数別の「現在の資金調達

先」（問14）の特徴を図表4-5-5で見る。問14は複

数回答であり、11の選択肢から該当する資金調達

先を全て選択している。この結果をもとに事業所

の資金調達ルートを、民間銀行による資金調達

ルートを専ら利用する「銀行のみ」、自らや親族

の資金を事業資金とする「個人資金のみ」、政府

系金融機関から資金を調達する「政府系金融機

関」、これら以外の資金調達ルートを利用してい

る「その他」に区分した。区分については、「10　

主な資金調達ルートによる分析」で詳しく取り上

げる。

「２人以下」では、「銀行のみ」15.4％、「個

人資金のみ」44.3％、「政府系金融機関」23.9％

である。「３～５人」では、「銀行のみ」30.3％、

「個人資金のみ」27.7％、「政府系金融機関」

25.2％である。「６～10人」では、「銀行のみ」

44.4％、「個人資金のみ」15.9％、「政府系金融機

関」20.6％である。「11人以上」では、「銀行のみ」

51.0％、「個人資金のみ」17.6％、「政府系金融機

関」15.7％である。正規従業者数が「２人以下」

の事業所では事業資金として個人資金が最も用い

られ、３人以上の事業所では民間の銀行資金が中

心となる傾向がある。

（５）従業者の確保や育成に関する設問について

今回の調査で、従業者の確保や育成に関係する

設問はある（例えば、問16⑧についての単純集計

結果（図表3-3-8参照））。しかし、従業者の確保

や育成を直接聞く設問はない。そこで、複数回答

の設問のなかで人材に関する項目が含まれている

ものを利用する。本項で取り上げるのは、次の５

つの項目である：「人材の確保」（開業準備での苦

労（問11⑤））、「人材確保が容易」（港区で事業を

行うことのメリット（問15（１）④））、「人件費」

（港区で事業を行うことのデメリット（問15（２）

④））、「人材を集めにくい」（同左⑤）、「人材の確

保・育成」（現在の経営上の課題（問16⑧））。以

下では、正規従業者数別又は非正規従業者数別

に、これらの質問項目に対するクロス集計を行っ

た結果のうち、統計上有意なものを中心に記述

する。

図表4-5-6で、正規従業者数別に従業者の確保

図表4-5-4　正規従業者数（問５（１）①）×採算状

況（問13（１））

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2人以下
【n=206】

3～5人
【n=127】

6～10人
【n=63】

11人以上
【n=52】

全体
【n=448】

37.9%

60.6%

60.3%

67.3%

50.9%

30.1%

17.3%

23.8%

11.5%

23.4%

32.0%

22.0%

15.9%

21.2%

25.7%

黒字基調 ほぼ均衡 赤字基調

※無回答は集計から除く。 χ2＝28.832 自由度＝6 p＝0.000* ＊p<0.05

図表4-5-5　正規従業者数（問５（１）①）×主な資

金調達ルート（問14）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2人以下
【n=201】

3～5人
【n=119】

6～10人
【n=63】

11人以上
【n=51】

全体
【n=434】

15.4%

30.3%

44.4%

51.0%

27.9%

44.3%

27.7%

15.9%

17.6%

32.5%

23.9%

25.2%

20.6%

15.7%

22.8%

16.4%

16.8%

19.0%

15.7%

16.8%

銀行のみ 個人資金のみ 政府系金融機関 その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝47.540 自由度＝9 p＝0.000* ＊p<0.05
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や育成に関する設問を見る。まず、開業準備での

苦労として「人材の確保」を選択した事業所は

「２人以下」28.4％、「３～５人」54.1％、「６～

10人」58.7％、「11人以上」55.6％である。開業

時から人材の確保について苦労した事業所の割合

は、正規従業者数が「２人以下」では比較的低い

ことがわかる。

港区で事業を行うメリットとして「人材確保

が容易」を選択した事業所は、「２人以下」2.9％、

「３～５人」6.3％、「６～10人」9.7％、「11人以

上」11.3％である。また、現在の経営上の課題と

して「人材の確保・育成」を選択した事業所は

「２人以下」36.1％、「３～５人」57.0％、「６～

10人」60.3％、「11人以上」66.0％である。

図表4-5-7では、非正規従業者数別に、従業者

の確保や育成に関する設問を見る。開業準備での

苦労として「人材の確保」を選択した事業所の割

合は、「非正規の雇用なし」28.4％、「１～２人」

47.7％、「３～５人」60.9％、「６人以上」54.1％

である。港区で事業を行うデメリットとして「人

件費」を選択した事業所の割合は、「非正規の雇

用なし」12.3％、「１～２人」17.4％、「３～５人」

32.3％、「６人以上」27.4％である。同様に、「人

材を集めにくい」を選択した事業所では、「非正

規の雇用なし」7.4％、「１～２人」9.8％、「３

～５人」23.1％、「６人以上」31.6％である。ま

た、現在の経営上の課題として「人材の確保・育

成」を選択した事業所では、「非正規の雇用なし」

38.3％、「１～２人」46.2％、「３～５人」66.2％、

「６人以上」65.3％である。

開業準備での苦労の「人材の確保」、港区で事

業を行うことのデメリットの「人件費」、現在の

経営上の課題の「人材の確保・育成」については、

問題として挙げる事業所の割合が、「３～５人」、

「６人以上」、「１～２人」、「非正規の雇用なし」

の順である。港区で事業を行うことのデメリット

の「人材を集めにくい」については、「６人以上」、

「３～５人」、「１～２人」、「非正規雇用なし」の

順である。図表4-5-6　正規従業者数（問５（１）①）×従業者

の確保や育成に関する問題

※無回答は集計から除く。なお、問により回答数が若干異なることに留意さ
　れたい。

28.4%

2.9%

36.1%

54.1%

6.3%

57.0%

58.7%

9.7%

60.3%

55.6%

11.3%

66.0%

42.7%42.7%

5.8%5.8%

49.0%49.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

人材の確保

（開業準備での苦労

（問11））

人材確保が容易

（港区で事業を行う

ことのメリット

（問15（1）））

人材の確保・育成

（現在の経営上

の課題（問16））

2人以下 3～ 5人 6～ 10 人 11 人以上 全体

人材の確保： χ2＝33.604 自由度＝3 p＝0.000* ＊p<0.05
人材確保が容易：χ2＝7.797 自由度＝3 p＝0.050
人材の確保・育成：χ2＝26.346 自由度＝3 p＝0.000* ＊p<0.05

【n=438】

【n=447】

【n=449】

図表4-5-7　非正規従業者数（問５（１）②）×従業

者の確保や育成に関する問題

28.4%

12.3%

7.4%

38.3%

47.7%

17.4%

9.8%

46.2%

60.9%

32.3%

23.1%

66.2%

54.1%

27.4%

31.6%

65.3%

47.2%

21.4%

17.2%

52.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

人材の確保

（開業準備での苦労

（問11））

人件費

（港区で事業を行う

ことのデメリット

（問15（2）））

人材を集めにくい

（港区で事業を行う

ことのデメリット

（問15（2）））

人材の確保・育成

（現在の経営上

の課題（問16））

非正規の雇用なし 1～2人 3～5人
6人以上 全体

※無回答は集計から除く。なお、問により回答数が若干異なることに留意さ
れたい。

人材の確保： χ2＝17.985 自由度＝3 p＝0.000* ＊p<0.05
人件費：  χ2＝11.778 自由度＝3 p＝0.008* ＊p<0.05
人材を集めにくい： χ2＝25.881 自由度＝3 p＝0.000* ＊p<0.05
人材の確保・育成： χ2＝19.732 自由度＝3 p＝0.000* ＊p<0.05

【n=362】

【n=373】

【n=373】

【n=373】
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（６）従業者の確保や育成に関する経営支援策の

利用状況

ここでは、正規従業者数又は非正規従業者数に

よる従業者の確保や育成に関する「経営支援策の

利用状況」（問17）の違いを見る。従業者の確保

や育成に関する経営支援策の利用状況については、

「（５）人材の確保・育成のための支援」のデータ

を利用する。なお、もとの調査票の選択肢につい

て、次のように３区分に再集計した上でクロス集

計を行った。①もとの選択肢「現在利用している」、

「過去に利用した＞今後も利用したい」、「利用経

験がない＞今後利用したい」を「利用中及び利用

希望」としてまとめた。②もとの選択肢「過去に

利用した＞利用予定はない」、「利用経験がない＞

利用予定はない」を「利用予定なし」とした。③

もとの選択肢「わからない」はそのまま利用した。

まずは、図表4-5-8から正規従業者数別の利用

状況を見る。「２人以下」では、「利用中及び利用

希望」32.1％、「利用予定なし」45.4％、「わから

ない」22.4％である。「３～５人」では、「利用中

及び利用希望」41.9％、「利用予定なし」32.3％、

「わからない」25.8％である。「６～10人」では、

「利用中及び利用希望」47.5％、「利用予定なし」

31.1％、「わからない」21.3％である。「11人以上」

では、「利用中及び利用希望」36.0％、「利用予定

なし」30.0％、「わからない」34.0％である。

正規従業者数が10人以下の事業所に限れば、正

規従業者数が多いほど「利用中及び利用希望」の

割合が高く、「利用予定なし」の割合が低い傾向

がある。

次いで、図表4-5-9から非正規従業者別の「（５）

人材の確保・育成のための支援」の利用状況を見

る。「非正規の雇用なし」では、「利用中及び利用

希望」30.0％、「利用予定なし」46.3％、「わから

ない」23.8％である。「１～２人」では、「利用中

及び利用希望」47.3％、「利用予定なし」34.9％、

「わからない」17.8％である。「３～５人」では、

「利用中及び利用希望」43.5％、「利用予定なし」

27.4％、「わからない」29.0％である。「６人以上」

では、「利用中及び利用希望」37.8％、「利用予定

なし」30.0％、「わからない」32.2％である。

「非正規の雇用なし」では「利用中及び利用希

望」が最も低く、「利用予定なし」が最も高い。

非正規従業者を雇用していない事業所では、こう

した支援への必要性は相対的に低い。非正規従業

者を雇用している事業所に限ると、支援策の利用

意思が高いのは、「１～２人」、「３～５人」、「６

人以上」の順であり、「利用予定なし」の割合は、

「１～２人」、「６人以上」、「３～５人」の順であ

る。

６　開業者の性別による分析

以下では、「開業者の性別」（問６）についての

分析を行う。

図表4-5-8　正規従業者数（問５（１）①）×経営支

援策の利用状況＿人材の確保・育成のため

の支援（問17（５））

2人以下
【n=196】

3～5人
【n=124】

6～10人
【n=61】

11人以上
【n=50】

全体
【n=431】

32.1%

41.9%

47.5%

36.0%

37.6%

45.4%

32.3%

31.1%

30.0%

37.8%

22.4%

25.8%

21.3%

34.0%

24.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用中及び利用希望 利用予定なし わからない

※無回答は集計から除く。 χ2＝11.843 自由度＝6 p＝0.066

図表4-5-9　非正規従業者数（問５（１）②）×経営

支援策の利用状況＿人材の確保・育成のた

めの支援（問17（５））

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用中及び利用希望 利用予定なし わからない

30.0%

47.3%

43.5%

37.8%

40.4%

46.3%

34.9%

27.4%

30.0%

34.9%

23.8%

17.8%

29.0%

32.2%

24.7%

非正規の
雇用なし
【n=80】

1～2人
【n=129】

3～5人
【n=62】

6人以上
【n=90】

全体
【n=361】

※無回答は集計から除く。 χ2＝13.560 自由度＝6 p＝0.035* ＊p<0.05
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（２）開業者の性別と企業形態

「企業形態」（問４（１））では、開業者が「女

性」の場合は、「個人経営（フランチャイズの個

人経営を含む）」が52.2％で半数を超え、「男性」

を13.8ポイント上回る。「男性」の場合は、「株式

会社（本社・本店）」と「株式会社（支社・支店）」

で６割を超える（図表4-6-3）。

なお、企業形態の選択肢のうち、「NPO 法人」、

「有限会社・合同会社」及び「その他」について

は、分析から除外している。

（１）開業者の性別と主な業務

「主な業務」（問２）では、開業者が「女性」の

場合は、「医療・福祉」が30.2％、「生活関連サー

ビス業・娯楽業」が11.3％で、「男性」に比べそ

れぞれ11.3、7.1ポイント高い。一方、「専門サー

ビス業」は3.8％で、「男性」に比べ7.6ポイント

低い（図表4-6-1）。

主な業務を「卸・小売業」、「飲食業」、「クリ

エイティブ産業」（「情報通信業・ソフトウェア

業」、「専門サービス業」、「技術サービス業」、「映

像・コンテンツ制作業」及び「広告業」の合計）、

「医療・福祉・生活等サービス業」（「医療・福祉」、

「生活関連サービス業・娯楽業」及び「教育・学

習支援業」の合計）、「その他」（「不動産業」、「製

造業・印刷業」、「建設業（工事含む）」及び「そ

の他」の合計）の５区分にまとめた場合、その特

徴はより明確に表れる。

「卸・小売業」及び「飲食業」では、開業者

の性別による大きな差は見られないのに対して、

「医療・福祉・生活等サービス業」では「女性」

の方が19.0ポイント高く、「クリエイティブ産業」

では「男性」の方が16.8ポイント高い（図表4-6-

2）。「医療・福祉・生活等サービス業」及び「クリ

エイティブ産業」では、男女による大きな差が見

られる。

図表4-6-1　開業者の性別（問６）×主な業務（問２）

14.4%

14.2%

14.4%

21.9%

25.5%

22.7%

4.4%

0.0%

3.4%

11.4%

3.8%

9.7%

5.8%

3.8%

5.4%

3.1%

0.9%

2.6%

0.6%

0.0%

0.4%

6.4%

2.8%

5.6%

0.8%

1.9%

1.1%

1.4%

0.0%

1.1%

18.9%

30.2%

21.5%

4.2%

11.3%

5.8%

2.2%

2.8%

2.4%

4.4%

2.8%

4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

【n＝360】

女性

【n＝106】

全体

【n＝466】

卸・小売業 飲食業 情報通信業・ソフトウェア業
専門サービス業 技術サービス業 映像・コンテンツ制作業
広告業 不動産業 製造業・印刷業
建設業（工事含む） 医療・福祉 生活関連サービス業・娯楽業
教育・学習支援業 その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝29.672 自由度＝13 p＝0.005* ＊p＜0.05

図表4-6-2　開業者の性別（問６）×主な業務（問２）

14.4%

14.2%

14.4%

21.9%

25.5%

22.7%

25.3%

8.5%

21.5%

25.3%

44.3%

29.6%

13.1%

7.5%

11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性
【n＝360】

女性
【n＝106】

全体
【n＝466】

卸・小売業 飲食業 クリエイティブ産業

医療・福祉・生活等サービス業 その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝23.359 自由度＝4 p＝0.000* ＊p＜0.05
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（３）開業者の性別と資本金額

ここでは、資本金がある「株式会社（本社・本

店）」、「株式会社（支社・支店）」及び「有限会

社・合同会社」について分析を行う。

「資本金額」（問４（２））は、開業者が「女性」

の場合は、５割以上が500万円未満である（図表

4-6-4）。また、「女性」では5,000万円以上が皆無

であったのに対し、「男性」では14.7％である。

開業者が「女性」の場合は、「男性」より資本

金額が少ない傾向がある。

（４）開業者の性別と正規・非正規従業者数

「正規従業者数」（問５（１）①）とのクロス集

計結果は、統計上有意な結果ではない（p ＞0.05）

が、参考までに記述する。

正規従業者数が「２人以下」の割合は、開業者

が「女性」の場合は57.8％で、「男性」より14.8

ポイント高い（図表4-6-5）。３人以上の割合には、

大きな差はない。

「非正規従業者数」（問５（１）②）では、非正

規従業者を雇用している割合（「１～２人」、「３

～５人」、「６～10人」、「11～20人」及び「21人

以上」の合計）は、開業者が「女性」の場合は

87.4％で、「男性」（75.8％）より11.5ポイント高

い（図表4-6-6）。

（５）開業者の性別と開業者の開業当時の年齢

「開業者の開業当時の年齢」（問７）を「40歳未

満」（「30歳未満」と「30歳代」の合計）、「40歳

代」、「50歳代」、「60歳以上」（「60歳代」と「70歳

以上」の合計）の４区分にまとめている。

図表4-6-7のとおり、統計上有意な差はなく（p

＞0.05）、性別による開業当時の年齢に大きな差

は認められない。

図表4-6-3　開業者の性別（問６）×企業形態（問４

（１））

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性
【n＝323】

女性
【n＝92】

全体
【n＝415】

50.2%

42.4%

48.4%

11.5%

5.4%

10.1%

38.4%

52.2%

41.4%

株式会社（本社・本店） 株式会社（支社・支店）

個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）

※無回答は集計から除く。 χ2＝6.738 自由度＝2 p＝0.034* ＊p＜0.05

図表4-6-4　開業者の性別（問６）×資本金額（問４

（２））

3.0%

22.3%

27.4% 32.5%

7.6% 7.1%6.8%

45.5%

27.3%
20.5%

0.0% 0.0%3.7%

26.6% 27.4%
30.3%

6.2% 5.8%
0%

10%

20%

30%

40%

50%
男性【n＝197】 女性【n＝44】 全体【n＝241】

※無回答は集計から除く。 χ2＝16.807 自由度＝5 p＝0.005* ＊p＜0.05

100万円
未満

100～
500万円
未満

500～
1,000万円

未満

1,000～
5,000万円

未満

5,000万～
1億円未満

1億円以上

図表4-6-5　開業者の性別（問６）×正規従業者数

（問５（１）①）

43.0% 29.5%

14.9%

6.0% 4.3%
2.3%

57.8%

22.5%

13.7%
2.0% 3.9% 0.0%

46.3%

27.9%

14.6%
5.1% 4.2%

1.8%0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

2人以下 3～5人 6～10人 11～20人 21～50人 51人以上

男性【n＝349】 女性【n＝102】 全体【n＝451】

※無回答は集計から除く。 χ2＝10.119 自由度＝5 p＝0.072

図表4-6-6　開業者の性別（問６）×非正規従業者数

（問５（１）②）

男性【n＝293】 女性【n＝79】 全体【n＝372】

24.2%
36.2%

15.4%
12.3%

6.5%
5.5%

12.7%

36.7%

26.6%

12.7%
10.1%

1.3%

21.8%

36.3%

17.7%
12.4%

7.3% 4.6%
0%

10%

20%

30%

40%

0人 1～2人 3～5人 6～10人 11～20人21人以上

※無回答は集計から除く。 χ2＝11.791 自由度＝5 p＝0.038* ＊p＜0.05

Ⅰ

調
査
の
概
要

Ⅱ

港
区
と
開
業
事
業
所

Ⅲ

基
本
集
計
結
果

Ⅳ

ク
ロ
ス
集
計
結
果

Ⅴ

港
区
施
策
の
方
向
性
に
つ
い
て

Ⅵ

資
料



108 港区における新規開業実態調査報告書

（６）開業者の性別と前職との関連

「前職との関連」（問９）については、開業者

が「男性」では、「前職と開業した事業に関連は

ない」と回答した割合は15.7％であるが、「女性」

では25.0％で、10ポイント程度の差がある（図表

4-6-8）。

「男性」に比べ、「女性」の方がそれまでの就労

経験等に捉われず、新たな事業にチャレンジする

傾向が強いことがわかる。

（７）開業者の性別と開業準備での苦労

「開業準備での苦労」（問11）（複数回答）につ

いて、開業者の性別によって５ポイント以上の差

があるものを見る。

「家事や育児、介護等との両立」及び「事業に

関する技術・ノウハウの習得」では、開業者が

「女性」の方が、それぞれ13.0、5.6ポイント高い

（図表4-6-9）。

「販売先・顧客の確保」、「人材の確保」及び

「資金調達」では、開業者が「男性」の方が、そ

れぞれ13.3、8.3、8.1ポイント高い。

「家事や育児、介護等との両立」を開業準備で

の苦労と回答している割合が「女性」で高いこと

は、女性の社会進出が進んでいるとは言え、家事

等が女性にとって負担となっている可能性が考え

られる。

また、開業者が「女性」の方が開業準備での苦

図表4-6-7　開業者の性別（問６）×開業者の開業当

時の年齢（問７）

男性【n＝360】 女性【n＝106】 全体【n＝466】

33.1%

33.3% 22.8%

10.8%

33.0%

39.6%

18.9%

8.5%

33.0%

34.8%

21.9%

10.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

40歳未満 40歳代 50歳代 60歳以上

※無回答は集計から除く。 χ2＝1.940 自由度＝3 p＝0.585

図表4-6-8　開業者の性別（問６）×前職との関連

（問９）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性
【n＝350】

女性
【n＝104】

全体
【n＝454】

84.3%

75.0%

82.2%

15.7%

25.0%

17.8%

前職と関連する事業を開業 前職と開業した事業に関連はない

※無回答は集計から除く。 χ2＝4.716 自由度＝1 p＝0.030* ＊ｐ＜0.05

図表4-6-9　開業者の性別（問６）×開業準備での苦

労（問11）

46.3%46.3%

10.5%

40.1%

14.8%14.8%

45.2%45.2%

13.1%13.1%

23.3%23.3%

11.1%

7.1%7.1%

4.5%4.5%

4.5%4.5%

5.4%5.4%

33.0%33.0%

8.7%8.7%

32.0%

20.4%

36.9%36.9%

12.6%12.6%

22.3%22.3%

13.6%13.6%

7.8%7.8%

17.5%17.5%

8.7%8.7%

7.8%7.8%

43.3%43.3%

10.1%

38.2%38.2%

16.0%16.0%

43.3%43.3%

13.0%13.0%

23.1%23.1%

11.6%

7.3%7.3%

7.5%7.5%

5.5%5.5%

5.9%5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1.販売先・

顧客の確保

2.仕入先・

外注先の確保

3.資金調達

4.事業に関する

技術・ノウハウ

の習得

5.人材の確保

6.事業計画の

作成

7.企業経営の

実務（財務・

税務・法務など）

8.商品・

サービスの企画・

開発

9.業界に

関する知識

10.家事や

育児、介護等

との両立

11.その他

12.特にない

男性【n＝352】 女性【n＝103】 全体【n＝454】

※無回答は集計から除く。 χ2＝35.637 自由度＝12 p＝0.000* ＊p＜0.05
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労として「事業に関する技術・ノウハウの習得」

を選択している割合が高いことは、図表4-6-8に

あるように「女性」の方が前職との関連がない事

業を開業している割合が高いことと整合性がとれ

る。

（８）開業者の性別と新規開業支援策の利用状況

（女性・若年・シニア企業家支援）

「新規開業支援策の利用状況」（問12）のうち、

開業者の性別とのクロス集計において、統計上有

意な結果を得たのは、「（７）女性・若年・シニア

企業家支援」のみであった。

「女性・若年・シニア企業家支援」では、「利用

した」と回答した割合は、開業者が「男性」の

場合は3.8％、「女性」の場合は10.7％で、「女性」

の利用率が高い（図表4-6-10）。

（９）開業者の性別と現在の資金調達先

「現在の資金調達先」（問14）（複数回答）につ

いて、開業者の性別によって５ポイント以上の差

があるものを見る。

「開業した方の個人資金」及び「開業した方の

親戚・知人」では、開業者が「女性」の方が、そ

れぞれ11.9、9.7ポイント高い（図表4-6-11）。

「信用金庫・信用組合」、「都市銀行」及び「地

方銀行」では、開業者が「男性」の方が、それぞ

れ7.3、6.3、5.2ポイント高い。

開業者が「女性」の場合は、「男性」より一般

の金融機関から資金を調達している割合は低く、

身近な関係者から資金を調達している割合が高い。

（10）開業者の性別と港区で事業を行うことのメ

リット

「港区で事業を行うことのメリット」（問15

（１））（複数回答）について、開業者の性別に

よって５ポイント以上の差があるものを見る。

「治安の良さ」及び「マーケットとしての魅力」

では、開業者が「女性」の方が「男性」より、それ

図表4-6-10　開業者の性別（問６）×新規開業支援

策の利用状況＿女性・若年・シニア企業

家支援（問12（７））

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性
【n＝341】

女性
【n＝103】

全体
【n＝444】

3.8%

10.7%

5.4%

96.2%

89.3%

94.6%

利用した 利用しなかった

※無回答は集計から除く。 χ2＝7.296 自由度＝1 p＝0.007* ＊ｐ＜0.05

男性【n＝338】 女性【n＝101】 全体【n＝439】

23.1%23.1%

15.1%15.1%

22.2%22.2%

22.5%22.5%

4.1%4.1%

0.9%

4.1%4.1%

39.6%

7.1%7.1%

0.0%

9.8%

16.8%16.8%

9.9%

14.9%14.9%

26.7%26.7%

4.0%4.0%

0.0%

1.0%

51.5%51.5%

16.8%16.8%

1.0%

5.9%5.9%

21.6%21.6%

13.9%13.9%

20.5%

23.5%23.5%

4.1%4.1%

0.7%

3.4%3.4%

42.4%42.4%

9.3%

0.2%

8.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.都市銀行

2.地方銀行

3.信用金庫・

信用組合

4.政府系

金融機関

5.その他の

金融機関

（ノンバンクなど）

6.ベンチャー

キャピタル

7.取引先

8.開業した方

の個人資金

9.開業した方

の親戚・知人

10.クラウド

ファンディング

11.その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝28.058 自由度＝11 p＝0.003* ＊p＜0.05

図表4-6-11　開業者の性別（問６）×現在の資金調

達先（問14）
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ぞれ19.4、12.7ポイント高い（図表4-6-12）。特に

「治安の良さ」では差が大きく、開業者が「女性」

の場合は、安全で安心な環境で事業経営できるこ

とをメリットと感じていることがわかる。

なお、「男性」の方が５ポイント以上高い項目

は、一つもない。

（11）開業者の性別と港区で事業を行うことのデ

メリット

「港区で事業を行うことのデメリット」（問15

（２））（複数回答）について、開業者の性別に

よって５ポイント以上の差があるものを見る。

港区で事業を行うことのデメリットは「特にな

い」と回答した割合は、開業者が「女性」の方が

「男性」より、6.0ポイント高い（図表4-6-13）。

「人件費」、「通勤時間」及び「人材を集めにく

図表4-6-12　開業者の性別（問６）×港区で事業を

行うことのメリット（問15（１））

男性【n＝352】 女性【n＝101】 全体【n＝453】

44.9%44.9%

37.8%37.8%

7.4%7.4%

5.1%5.1%

21.3%21.3%

2.0%

8.5%

2.0%

46.0%46.0%

18.2%18.2%

16.5%16.5%

7.7%7.7%

5.4%5.4%

5.1%5.1%

40.6%

50.5%

3.0%3.0%

7.9%7.9%

16.8%16.8%

2.0%

11.9%11.9%

2.0%

45.5%45.5%

37.6%37.6%

16.8%16.8%

11.9%11.9%

7.9%7.9%

5.0%5.0%

43.9%43.9%

40.6%

6.4%6.4%

5.7%5.7%

20.3%

2.0%

9.3%

2.0%

45.9%45.9%

22.5%22.5%

16.6%16.6%

8.6%8.6%

6.0%6.0%

5.1%5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.取引先・

顧客の存在

2.マーケット

としての魅力

3.関連産業

の集積

4.人材確保

が容易

5.国内及び海外

への交通アクセス

6.支援策の

充実

7.情報収集

が容易

8.事業所の

確保が容易

9.知名度・

ブランド力

10.治安の良さ

11.人が多い

12.外国人が多い

13.その他

14.特にない

※無回答は集計から除く。 χ2＝31.247 自由度＝14 p＝0.005* ＊p＜0.05

図表4-6-13　開業者の性別（問６）×港区で事業を

行うことのデメリット（問15（２））

男性【n＝354】 女性【n＝102】 全体【n＝456】
63.6%63.6%

12.1%12.1%

22.0%22.0%

23.4%23.4%

16.7%16.7%

0.8%

8.8%

6.5%6.5%

7.9%7.9%

15.5%15.5%

19.8%19.8%

2.3%2.3%

4.2%4.2%

10.7%10.7%

61.8%61.8%

13.7%13.7%

19.6%

11.8%11.8%

8.8%

1.0%

12.7%12.7%

10.8%10.8%

5.9%5.9%

6.9%6.9%

21.6%21.6%

3.9%3.9%

3.9%3.9%

16.7%16.7%

63.2%63.2%

12.5%12.5%

21.5%21.5%

20.8%20.8%

14.9%14.9%

0.9%

9.6%

7.5%7.5%

7.5%7.5%

13.6%13.6%

20.2%20.2%

2.6%2.6%

4.2%4.2%

12.1%12.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.事業所

の賃料

2.事業所の

確保が困難

3.他企業

との競争

4.人件費

5.人材を

集めにくい

6.情報収集

が困難

7.顧客の固定化

が難しい

8.顧客の要望

が多様で高度

9.地元住民との

接点が少ない

10.通勤時間

11.生活コスト

12.規制が

厳しい

13.その他

14.特にない

※無回答は集計から除く。 χ2＝23.728 自由度＝14 p＝0.049* ＊p＜0.05
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い」では、開業者が「男性」の方が「女性」より、

それぞれ11.6、8.6、7.9ポイント高い。

「男性」の方が「人材を集めにくい」を選択し

た割合が高いことについては、開業準備での苦労

で「人材の確保」を選択した割合が「男性」の方

が高いことと整合性がとれる（図表4-6-9参照）。

７　開業者の開業当時の年齢による分析

ここでは、「開業者の開業当時の年齢」（問７）

によって開業時及びその後の経営においてどのよ

うな課題が生じているか分析を行う。

開業者の開業当時の年齢について、調査票で

は、「30歳未満」、「30歳代」、「40歳代」、「50歳代」、

「60歳代」、「70歳以上」の６区分で尋ねた。この

結果を整理し、「40歳未満」、「40歳代」、「50歳代」、

「60歳以上」の４区分にまとめる。以下では、こ

の新たな４区分により、クロス集計を行った結果

を取り上げ、開業者の開業当時の年齢の特徴を見

る。

（１）開業者の開業当時の年齢と主な業務

図表4-7-1から、開業者の開業当時の年齢別に

「主な業務」（問２）を見る。まず、「40歳未満」

では、「飲食業」の33.1％が最も高く、「医療・福

祉・生活等サービス業」26.6％、「クリエイティ

ブ産業」21.4％、「卸・小売業」11.0％と続く。

「40歳代」では、「医療・福祉・生活等サービス

業」36.0％、「クリエイティブ産業」21.1％、「卸・

小売業」16.8％、「飲食業」16.1％である。「50

歳代」では、「医療・福祉・生活等サービス業」

28.4％、「飲食業」21.6％、「クリエイティブ産業」

16.7％、「卸・小売業」15.7％である。「60歳以上」

では、「クリエイティブ産業」31.3％、「医療・福

祉・生活等サービス業」20.8％、「卸・小売業」

及び「飲食業」が同じく14.6％である。

開業者の開業当時の年齢別に割合が最も高い

主な業務を見れば、「40歳未満」では「飲食業」、

「40歳代」及び「50歳代」では「医療・福祉・生

活等サービス業」、「60歳以上」では「クリエイ

ティブ産業」となる。

（２）開業者の開業当時の年齢と開業の動機

図表4-7-2では、開業者の開業当時の年齢別に、

「開業の動機」（問10）を見る。問10は複数回答で

あり、開業者の開業当時の年齢とのクロス集計を

10の選択肢ごとに行った。それぞれにχ2検定を

行い、統計上有意な結果を得られた選択肢につい

て記述する。

本図表からは、開業者の開業当時の年齢が若い

ほど、開業の動機として「企業経営・独立に興味

があったため」、「自分の裁量で仕事をするため」、

「より高い収入を得るため」、「自分の技術やアイ

ディアを事業化するため」を挙げた割合が高いこ

とがわかる。「企業経営・独立に興味があったた

め」では、「40歳未満」から「60歳以上」までそ

れぞれ、56.0、35.2、25.5、10.9％である。同様

に、「自分の裁量で仕事をするため」では、50.7、

44.7、40.2、23.9％である。「より高い収入を得る

ため」では、36.7、26.4、17.6、6.5％である。「自

分の技術やアイディアを事業化するため」では、

36.7、32.7、22.5、13.0％である。特に「企業経

営・独立に興味があったため」と「より高い収入

を得るため」の割合が最も高い「40歳未満」と２

番目に高い「40歳代」の差を比べると、「40歳未

満」がそれぞれ20.8、10.3ポイント高い。

一方で、「定年後も働くため」については、開

業者の開業当時の年齢が高いほど動機として挙げ

図表4-7-1　開業者の開業当時の年齢（問７）×主な

業務（問２）

11.0%

16.8%

15.7%

14.6%

14.4%

33.1%

16.1%

21.6%

14.6%

22.8%

21.4%

21.1%

16.7%

31.3%

21.3%

26.6%

36.0%

28.4%

20.8%

29.7%

7.8%

9.9%

17.6%

18.8%

11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=154】

40歳代

【n=161】

50歳代

【n=102】

60歳以上

【n=48】

全体

【n=465】

卸・小売業 飲食業 クリエイティブ産業

医療・福祉・生活等サービス業 その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝28.481 自由度＝12 p＝0.005* ＊p<0.05
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る割合が高い。「40歳未満」では8.0％であるのに

対して、「40歳代」14.5％、「50歳代」22.5％、「60

歳以上」32.6％である。特に「60歳以上」は、２

番目に高い「50歳代」と比べて10ポイント以上高

い。

（３）開業者の開業当時の年齢と開業時の状況

開業時の状況について、まず図表4-7-3で、開

業者の開業当時の年齢別に「開業準備での苦労」

（問11）を見る。問11は複数回答であり、開業者

の開業当時の年齢とのクロス集計を12の選択肢ご

とに行った。それぞれにχ2検定を行い、統計上

有意な結果を得られた選択肢を中心に記述する。

「販売先・顧客の確保」では、「40歳未満」

52.3％が比較的高く、その他の年齢層では、37.3

～39.5％とほぼ同水準である。「事業に関する技

術・ノウハウの習得」も同様の傾向を示し、「40

歳未満」22.8％に対して、その他の年齢層では

11.5～14.7％である。最も若い「40歳未満」がこ

れらの項目で開業準備での苦労と回答した割合が

高い要因は、就業経験の短さが考えられる。

また、「資金調達」を見れば、「40歳未満」～

「50歳代」では36.3～44.1％であった一方、「60歳

以上」では21.7％と比較的低い。「業界に関する

知識」については、「60歳以上」13.0％と「40歳

未満」11.4％が比較的高く、「40歳代」は3.2％、

「50歳代」は4.9％である。「家事や育児、介護

との両立」では、「40歳未満」15.4％が最も高く、

「40歳代」5.1％、「50歳代」2.9％、「60歳以上」

0.0％である。ここから、若手開業者にとって家

事や育児、介護が負担となっていることが考えら

れる。

次いで、図表4-7-4～8から開業者の開業当時の

年齢別に「新規開業支援策の利用状況」（問12）

を見る。ここでは、支援策の利用意思との関連を

念頭に置き、もとの選択肢「利用した」中の「１　

役に立った」、「２　どちらともいえない」及び

図表4-7-2　開業者の開業当時の年齢（問７）×開業

の動機（問10）

56.0%56.0%

50.7%50.7%

36.7%36.7%

36.7%36.7%

8.0%8.0%

35.2%35.2%

44.7%44.7%

26.4%26.4%

32.7%32.7%

14.5%14.5%

25.5%25.5%

40.2%

17.6%17.6%

22.5%22.5%

22.5%

10.9%10.9%

23.9%23.9%

6.5%6.5%

13.0%13.0%

32.6%32.6%

37.4%37.4%

43.5%43.5%

25.8%25.8%

29.8%

16.0%16.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

企業経営・独立に

興味があったため

自分の裁量で

仕事をするため

より高い収入

を得るため

自分の技術や

アイディアを

事業化するため

定年後も働くため

40歳未満
【n=150】

40歳代
【n=159】

50歳代
【n=102】

60歳以上
【n=46】

全体
【n=457】

※無回答は集計から除く。

企業経営・独立に興味があったため： χ2＝42.489 自由度＝3 p＝0.000* ＊p<0.05
自分の裁量で仕事をするため： χ2＝10.851 自由度＝3 p＝0.013* ＊p<0.05
より高い収入を得るため： χ2＝21.745 自由度＝3 p＝0.000* ＊p<0.05
自分の技術やアイディアを事業化するため： χ2＝12.769 自由度＝3 p＝0.005* ＊p<0.05
定年後も働くため： χ2＝20.144 自由度＝3 p＝0.000* ＊p<0.05

52.3%52.3%

40.9%40.9%

22.8%22.8%

11.4%11.4%

15.4%15.4%

39.5%

36.3%36.3%

11.5%11.5%

3.2%3.2%

5.1%5.1%

37.3%37.3%

44.1%44.1%

14.7%14.7%

4.9%4.9%

2.9%2.9%

39.1%

21.7%21.7%

13.0%13.0%

13.0%13.0%

0.0%

43.2%43.2%

38.1%38.1%

16.1%16.1%

7.3%7.3%

7.5%7.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

販売先・

顧客の確保

資金調達

事業に関する技術・

ノウハウの習得

業界に関する知識

家事や育児、

介護等との両立

40歳未満
【n=149】

40歳代
【n=157】

50歳代
【n=102】

60歳以上
【n=46】

全体
【n=454】

※無回答は集計から除く。

販売先・顧客の確保： χ2＝7.744 自由度＝3 p＝0.052
資金調達： χ2＝7.510 自由度＝3 p＝0.057
事業に関する技術・ノウハウの習得： χ2＝7.949 自由度＝3 p＝0.047* ＊p<0.05
業界に関する知識： χ2＝10.799 自由度＝3 p＝0.013* ＊p<0.05
家事や育児、介護等との両立： χ2＝21.650 自由度＝3 p＝0.000* ＊p<0.05

図表4-7-3　開業者の開業当時の年齢（問７）×開業

準備での苦労（問11）
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「３　役に立たなかった」を全て「利用した」に

まとめてクロス集計を行った。全ての支援策の利

用状況についてクロス集計を行い、統計上有意な

結果を得たもののみを以下で記述する。

まず、図表4-7-4で「（３）新規開業者向け融

資制度」の利用状況を見る。「40歳未満」では、

「利用した」32.2％、「利用できなかった」10.7％、

「必要なかった」23.5％、「知らなった」33.6％

である。「40歳代」では、「利用した」26.1％、

「利用できなかった」14.6％、「必要なかった」

24.2％、「知らなかった」35.0％である。「50歳

代」では、「利用した」31.0％、「利用できなかっ

た」7.0％、「必要なかった」41.0％、「知らなかっ

た」21.0％である。「60歳以上」では、「利用した」

4.4％、「利用できなかった」11.1％、「必要なかっ

た」64.4％、「知らなかった」20.0％である。“利

用意思を持っていた開業者”（「利用した」と「利

用できなかった」の合計）の割合は、60歳未満

ではおよそ４割であるのに対して、「60歳以上」

では15％程度に過ぎない。さらに、「利用した」

4.4％よりも「利用できなかった」11.1％が上回っ

ている。「60歳以上」で新規開業者向け融資制度

の利用を希望した開業者の割合は、それ以下の年

齢層と比べて低く、さらに希望したとしてもその

半数以上が利用できていないことがわかる。また、

新規開業者向け融資制度を「知らなかった」と回

答した割合は、全体では約３割であるが、年齢層

により若干の差があり、50歳以上では約２割、50

歳未満では３割強となっている。

「（４）国・都からの補助金・助成金」を図表

4-7-5で見ると、「40歳未満」では「利用した」

20.1％、「利用できなかった」14.8％、「必要な

かった」17.4％、「知らなかった」47.7％である。

「40歳代」では、「利用した」17.9％、「利用でき

なかった」16.0％、「必要なかった」22.4％、「知

らなかった」43.6％である。「50歳代」では、「利

用した」19.2％、「利用できなかった」10.1％、

「必要なかった」38.4％、「知らなかった」32.3％

である。「60歳以上」では、「利用した」6.8％、

「利用できなかった」11.4％、「必要なかった」

50.0％、「知らなかった」31.8％である。“利用意

思を持っていた開業者”（「利用した」と「利用

できなかった」の合計）の割合は、「40歳未満」

34.9％、「40歳代」33.9％、「50歳代」29.3％、「60

歳以上」18.2％となり、開業者の開業当時の年齢

が上がるほど、利用を希望する割合が下がること

がわかる。また、年齢が上がるほど「知らなかっ

た」の割合が下がることがわかる。

「（５）賃料補助」について図表4-7-6で見ると、

「40歳未満」では、「利用した」7.4％、「利用でき

図表4-7-4　開業者の開業当時の年齢（問７）×新規

開業支援策の利用状況＿新規開業者向け融

資制度（問12（３））

32.2%

26.1%

31.0%

4.4%

27.1%

10.7%

14.6%

7.0%

11.1%

11.3%

23.5%

24.2%

41.0%

64.4%

31.7%

33.6%

35.0%

21.0%

20.0%

29.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=149】

40歳代

【n=157】

50歳代

【n=100】

60歳以上

【n=45】

全体

【n=451】

※無回答は集計から除く。 χ2＝43.895 自由度＝9 p＝0.000* ＊p<0.05

「利用した」 「利用できなかった」

「必要なかった」 「知らなかった」

図表4-7-5　開業者の開業当時の年齢（問７）×新規

開業支援策の利用状況＿国・都からの補助

金・助成金（問12（４））

20.1%

17.9%

19.2%

6.8%

17.9%

14.8%

16.0%

10.1%

11.4%

13.8%

17.4%

22.4%

38.4%

50.0%

27.0%

47.7%

43.6%

32.3%

31.8%

41.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=149】

40歳代

【n=156】

50歳代

【n=99】

60歳以上

【n=44】

全体

【n=448】

「利用した」 「利用できなかった」

「必要なかった」 「知らなかった」

※無回答は集計から除く。 χ2＝29.507 自由度＝9 p＝0.001* ＊p<0.05
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なかった」10.1％、「必要なかった」14.9％、「知

らなかった」67.6％である。「40歳代」では、「利

用した」7.1％、「利用できなかった」11.6％、「必

要なかった」20.6％、「知らなかった」60.6％で

ある。「50歳代」では、「利用した」8.2％、「利用

できなかった」12.4％、「必要なかった」36.1％、

「知らなかった」43.3％である。「60歳以上」では、

「利用した」2.3％、「利用できなかった」9.3％、

「必要なかった」46.5％、「知らなかった」41.9％

である。開業者の開業当時の年齢が高いほど、

「必要なかった」割合が高く、「知らなかった」割

合が低い。

「（６）他経営者との交流機会」について、図

表4-7-7で見る。「40歳未満」では、「利用した」

18.9％、「利用できなかった」4.7％、「必要なかっ

た」23.6％、「知らなかった」52.7％である。「40

歳代」では、「利用した」12.3％、「利用できな

かった」8.4％、「必要なかった」26.6％、「知ら

なかった」52.6％である。「50歳代」では、「利用

した」16.5％、「利用できなかった」4.1％、「必

要なかった」44.3％、「知らなかった」35.1％

である。「60歳以上」では、「利用した」15.9％、

「利用できなかった」11.4％、「必要なかった」

43.2％、「知らなかった」29.5％である。“利用意

思を持っていた開業者”（「利用した」と「利用

できなかった」の合計）の割合は、「40歳未満」

23.6％、「40歳代」20.7％、「50歳代」20.6％、「60

歳以上」27.3％となり、60歳未満ではほとんど同

水準であるが「60歳以上」でその割合が上がるこ

とがわかる。

最後に、図表4-7-8から「（７）女性・若年・

シニア企業家支援」について見る。「40歳未満」

では、「利用した」7.5％、「利用できなかった」

8.2％、「必要なかった」25.2％、「知らなかった」

59.2％である。「40歳代」では、「利用した」1.3％、

「利用できなかった」8.4％、「必要なかった」

34.4％、「知らなかった」55.8％である。「50歳

代」では、「利用した」11.2％、「利用できなかっ

た」8.2％、「必要なかった」42.9％、「知らなかっ

た」37.8％である。「60歳以上」では、「利用した」

0.0％、「利用できなかった」2.3％、「必要なかっ

た」54.5％、「知らなかった」43.2％である。開

業者の開業当時の年齢が高いほど、「必要なかっ

た」の割合が高い。「60歳以上」では「利用した」

と回答した開業者が全くおらず、利用を希望した

と思われる「利用できなかった」も2.3％にとど

まる。

開業者の開業当時の年齢と各新規開業支援策の

利用状況については、統計上有意な結果を得られ

7.4%

7.1%

8.2%

2.3%

7.0%

10.1%

11.6%

12.4%

9.3%

11.1%

14.9%

20.6%

36.1%

46.5%

24.6%

67.6%

60.6%

43.3%

41.9%

57.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=148】

40歳代

【n=155】

50歳代

【n=97】

60歳以上

【n=43】

全体

【n=443】

※無回答は集計から除く。 χ2＝30.430 自由度＝9 p＝0.000* ＊p<0.05

「利用した」 「利用できなかった」

「必要なかった」 「知らなかった」

図表4-7-6　開業者の開業当時の年齢（問７）×新規

開業支援策の利用状況＿賃料補助（問12

（５））

図表4-7-7　開業者の開業当時の年齢（問７）×新規

開業支援策の利用状況＿他経営者との交流

機会（問12（６））

18.9%

12.3%

16.5%

15.9%

15.8%

4.7%

8.4%

4.1%

11.4%

6.5%

23.6%

26.6%

44.3%

43.2%

31.2%

52.7%

52.6%

35.1%

29.5%

46.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=148】

40歳代

【n=154】

50歳代

【n=97】

60歳以上

【n=44】

全体

【n=443】

「利用した」 「利用できなかった」

「必要なかった」 「知らなかった」

※無回答は集計から除く。 χ2＝25.180 自由度＝9 p＝0.003* ＊p<0.05
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なかった「（１）セミナー・講演会」及び「（２）

窓口相談・情報提供」については、年齢による差

はないことを確認しておく。それ以外の支援策に

ついては、開業者の年齢が上がるほど「必要な

かった」割合が高い傾向が見られる。「（６）他経

営者との交流機会」、「（７）女性・若年・シニア

企業家支援」では、年齢と希望する割合の関係は

弱い。

また、開業者の開業当時の年齢が低いほど「知

らなかった」割合がおおむね高い。さらに、開業

者の開業当時の年齢が低いほど利用を希望する割

合が高い制度もあり、若年層への制度の周知が重

要な課題であると考えられる。

（４）開業者の開業当時の年齢と金融状況

開業者の開業当時の年齢別の「主な資金調達

ルート」（問14）の特徴を見る。問14は複数回答

の設問であり、11の選択肢から該当する資金調達

先を全て選択している。この結果をもとに事業所

の資金調達ルートを、民間銀行による資金調達

ルートを専ら利用する「銀行のみ」、自らや親族

の資金を事業資金とする「個人資金のみ」、政府

系金融機関から資金を調達する「政府系金融機

関」、これら以外の資金調達ルートを利用してい

る「その他」に区分した。区分については、「10　

主な資金調達ルートによる分析」で詳しく取り上

げる。

図表4-7-9を見ると、「40歳未満」では、割合

が高い順に、「個人資金のみ」34.0％、「政府系金

融機関」29.2％、「銀行のみ」22.9％である。「40

歳代」では、「銀行のみ」36.6％が最も高く、「個

人資金のみ」31.4％、「政府系金融機関」19.0％

と続く。「50歳代」では、「個人資金のみ」31.6％、

「政府系金融機関」27.6％、「銀行のみ」24.5％、

「60歳以上」では、「個人資金のみ」39.5％、「銀

行のみ」16.3％、「政府系金融機関」11.6％である。

関連するものとして、次で見る「経営支援策

の利用状況」（問17）のうち、「（４）事業支援融

資」のみ先に取り上げる。図表4-7-10を見ると、

「40歳未満」では、「利用中及び利用希望」44.4％、

「利用予定なし」27.5％、「わからない」28.2％

である。「40歳代」では、「利用中及び利用希望」

47.1％、「利用予定なし」32.0％、「わからない」

20.9％である。「50歳代」では、「利用中及び利用

希望」50.5％、「利用予定なし」35.1％、「わから

ない」14.4％である。「60歳以上」では、「利用中

及び利用希望」20.5％、「利用予定なし」61.4％、

「わからない」18.2％である。「50歳代」までの年

齢に限れば、利用の意思が年齢によらずほぼ同水

準（44.4～50.5％）であるが、「60歳以上」では

大きく低下する（20.5％）。「60歳以上」では、事

業資金を「個人資金のみ」で賄う割合が比較的

高い（図表4-7-9参照）ということと合わせると、

開業当時の年齢が「60歳以上」の場合では、事業

図表4-7-8　開業者の開業当時の年齢（問７）×新規

開業支援策の利用状況＿女性・若年・シニ

ア企業家支援（問12（７））

7.5%

1.3%

11.2%

0.0%

5.4%

8.2%

8.4%

8.2%

2.3%

7.7%

25.2%

34.4%

42.9%

54.5%

35.2%

59.2%

55.8%

37.8%

43.2%

51.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=147】

40歳代

【n=154】

50歳代

【n=98】

60歳以上

【n=44】

全体

【n=443】

「利用した」 「利用できなかった」

「必要なかった」 「知らなかった」

※無回答は集計から除く。 χ2＝33.273 自由度＝9 p＝0.000* ＊p<0.05

図表4-7-9　開業者の開業当時の年齢（問７）×主な

資金調達ルート（問14）

22.9%

36.6%

24.5%

16.3%

27.4%

34.0%

31.4%

31.6%

39.5%

33.1%

29.2%

19.0%

27.6%

11.6%

23.5%

13.9%

13.1%

16.3%

32.6%

16.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=144】

40歳代

【n=153】

50歳代

【n=98】

60歳以上

【n=43】

全体

【n=438】

銀行のみ 個人資金のみ

政府系金融機関 その他

※無回答は集計から除く。 χ2＝23.983 自由度＝9 p＝0.004* ＊p<0.05
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資金を用意した上で新規開業を実現していること

が考えられる。

（５）開業者の開業当時の年齢と経営支援策の利

用状況

開業者の開業当時の年齢別の「経営支援策の

利用状況」（問17）について、図表4-7-11～18で

見る。なお、「経営支援策の利用状況」について、

調査票では６区分で選択してもらったが、今回の

検討に当たっては、「１（12）主な業務と経営支

援策の利用状況」と同様に、再集計した３区分

（「利用中及び利用希望」、「利用予定なし」及び

「わからない」）を利用する。

全体を概観すれば、どの経営支援策であっても

開業者の開業当時の年齢が上がるほど「利用予定

なし」と回答した割合がおおむね上がり、「わか

らない」と回答した事業所の割合が下がる傾向が

ある。そこで、「利用中及び利用希望」の割合と、

開業者の開業当時の年齢との関係に着目して経営

支援策を区分すれば、次のようになる。

第１に、「（５）人材の確保・育成のための支

援」の「利用中及び利用希望」の割合は、「40歳

未満」が最も高い。この支援策については、開業

者の開業当時の年齢が上がるほど「利用中及び利

用希望」の割合が下がる傾向がある。

第２に、「40歳代」の「利用中及び利用希望」

割合が他の年齢層に比べて明らかに高い。「（３）

専門家の派遣」、「（６）新商品・新技術の開発支

援」、「（７）市場開拓への支援」、「（９）ビジネス

マッチング」及び「（11）大学や地域組織との橋

渡し」である。「40歳代」では、事業を積極的に

展開していくための支援が求められていると考え

られる。

第３に、「40歳未満」、「40歳代」及び「50歳代」

では「利用中及び利用希望」が同じような割合で

あるが、「60歳以上」が明確に低い経営支援策と

して、「（４）事業支援融資」及び「（８）海外展

開への支援」が挙げられる。

第４に、開業者の開業当時の年齢が上がるほ

ど「（１）セミナー・講演会」の「利用中及び利

用希望」の割合が上がる。なお、本支援策につ

いて年齢別に「利用予定なし」の割合を見ると、

「40歳未満」33.1％、「40歳代」40.0％、「50歳代」

46.3％、「60歳以上」34.1％である。どの経営支

援策であっても、開業者の開業当時の年齢が上が

るほど「利用予定なし」割合がおおむね上がる傾

向があるが、「セミナー・講演会」では例外的に

「60歳以上」においても積極的な利用希望がある。

施策を展開する上で、開業者の年齢と求められ

る支援策の関係が重要となってくる。なお、本調

査のクロス集計は2011年以降に開業した事業所を

分析対象としていることから、「開業者の開業当

時の年齢」は、経営者の年齢とおおむね読み替え

ることが可能である。

図表4-7-10　開業者の開業当時の年齢（問７）×経

営支援策の利用状況＿事業支援融資（問

17（４））

44.4%

47.1%

50.5%

20.5%

44.3%

27.5%

32.0%

35.1%

61.4%

34.2%

28.2%

20.9%

14.4%

18.2%

21.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=142】

40歳代

【n=153】

50歳代

【n=97】

60歳以上

【n=44】

全体

【n=436】

利用中及び利用希望 利用予定なし わからない

※無回答は集計から除く。 χ2＝23.803 自由度＝6 p＝0.001* ＊p<0.05

図表4-7-11　開業者の開業当時の年齢（問７）×経

営支援策の利用状況＿セミナー・講演会

（問17（１））

29.7%

33.5%

35.8%

38.6%

33.3%

33.1%

40.0%

46.3%

34.1%

38.5%

37.2%

26.5%

17.9%

27.3%

28.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=145】

40歳代

【n=155】

50歳代

【n=95】

60歳以上

【n=44】

全体

【n=439】

利用中及び利用希望 利用予定なし わからない

※無回答は集計から除く。 χ2＝12.002 自由度＝6 p＝0.062
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図表4-7-12　開業者の開業当時の年齢（問７）×経

営支援策の利用状況＿専門家の派遣（問

17（３））

15.9%

22.2%

13.0%

15.9%

17.5%

46.9%

47.1%

62.0%

65.9%

52.1%

37.2%

30.7%

25.0%

18.2%

30.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=145】

40歳代

【n=153】

50歳代

【n=92】

60歳以上

【n=44】

全体

【n=434】

利用中及び利用希望 利用予定なし わからない

※無回答は集計から除く。 χ2＝13.384 自由度＝6 p＝0.037* ＊p<0.05

（再掲）図表4-7-10　開業者の開業当時の年齢（問７）

×経営支援策の利用状況＿事業支

援融資（問17（４））

44.4%

47.1%

50.5%

20.5%

44.3%

27.5%

32.0%

35.1%

61.4%

34.2%

28.2%

20.9%

14.4%

18.2%

21.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=142】

40歳代

【n=153】

50歳代

【n=97】

60歳以上

【n=44】

全体

【n=436】

利用中及び利用希望 利用予定なし わからない

※無回答は集計から除く。 χ2＝23.803 自由度＝6 p＝0.001* ＊p<0.05

図表4-7-13　開業者の開業当時の年齢（問７）×経

営支援策の利用状況＿人材の確保・育成

のための支援（問17（５））

図表4-7-15　開業者の開業当時の年齢（問７）×経

営支援策の利用状況＿市場開拓への支援

（問17（７））

43.4%

38.8%

32.6%

31.8%

38.3%

26.2%

36.2%

48.4%

54.5%

37.4%

30.3%

25.0%

18.9%

13.6%

24.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=145】

40歳代

【n=152】

50歳代

【n=95】

60歳以上

【n=44】

全体

【n=436】

利用中及び利用希望 利用予定なし わからない

※無回答は集計から除く。 χ2＝19.147 自由度＝6 p＝0.004* ＊p<0.05

28.7%

40.9%

34.4%

25.0%

33.9%

36.4%

34.4%

49.0%

59.1%

40.7%

35.0%

24.7%

16.7%

15.9%

25.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=143】

40歳代

【n=154】

50歳代

【n=96】

60歳以上

【n=44】

全体

【n=437】

利用中及び利用希望 利用予定なし わからない

※無回答は集計から除く。 χ2＝21.463 自由度＝6 p＝0.002* ＊p<0.05

図表4-7-16　開業者の開業当時の年齢（問７）×経

営支援策の利用状況＿海外展開への支援

（問17（８））

18.6%

21.6%

20.0%

9.3%

19.0%

47.6%

50.3%

64.2%

74.4%

54.8%

33.8%

28.1%

15.8%

16.3%

26.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=145】

40歳代

【n=153】

50歳代

【n=95】

60歳以上

【n=43】

全体

【n=436】

利用中及び利用希望 利用予定なし わからない

※無回答は集計から除く。 χ2＝18.170 自由度＝6 p＝0.006* ＊p<0.05

図表4-7-14　開業者の開業当時の年齢（問７）×経

営支援策の利用状況＿新商品・新技術の

開発支援（問17（６））

16.7%

29.2%

24.2%

15.9%

22.7%

50.0%

44.2%

60.0%

70.5%

52.2%

33.3%

26.6%

15.8%

13.6%

25.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=144】

40歳代

【n=154】

50歳代

【n=95】

60歳以上

【n=44】

全体

【n=437】

利用中及び利用希望 利用予定なし わからない

※無回答は集計から除く。 χ2＝21.745 自由度＝6 p＝0.001* ＊p<0.05
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（６）開業者の開業当時の年齢と地域連携の課題

開業者の開業当時の年齢と「地域連携の課題」

（問19）について、図表4-7-19で見る。問19は複

数回答であり、開業者の開業当時の年齢とのクロ

ス集計を12の選択肢ごとに行い、それぞれにχ2

検定を行った。その結果、統計上有意な結果を得

られた選択肢について記述する。

まず、「町内会・商店街などの地域組織と企業

との連携の支援」を見ると、「40歳未満」44.3％、

「40歳代」31.3％、「50歳代」40.0％、「60歳以上」

20.0％である。「企業による区内学生・生徒のイ

ンターン受入れの支援」については、「40歳未満」

18.1％、「40歳代」15.3％、「50歳代」7.4％、「60

歳以上」4.4％である。「学生・生徒への起業家教

育の支援」については、「40歳未満」が12.1％で

比較的高く、他の年齢では2.2～5.3％である。「企

業の地域活動に対する援助・助成金制度」では、

「40歳未満」40.9％、「40歳代」38.7％、「50歳代」

28.4％、「60歳以上」17.8％である。いずれの項

目においても、年齢が若いほど課題として捉える

割合が高いことから、若手の開業者ほど地域との

連携に意欲的であると考えられる。

８　前職との関連による分析

以下では、「前職との関連」（問９）による分析

を行う。

なお、「その他」は分析から除外している。

（１）前職との関連と主な業務

「主な業務」（問２）では、前職と関連する事業

の開業者（以下「関連のある開業者」という。）

は、「医療・福祉」が23.4％、「専門サービス業」

が11.0％、「映像・コンテンツ制作業」が3.2％で

図表4-7-17　開業者の開業当時の年齢（問７）×経

営支援策の利用状況＿ビジネスマッチン

グ（問17（９））

図表4-7-18　開業者の開業当時の年齢（問７）×経

営支援策の利用状況＿大学や地域組織と

の橋渡し（問17（11））

24.3%

35.3%

31.6%

27.9%

30.1%

41.7%

36.6%

51.6%

53.5%

43.2%

34.0%

28.1%

16.8%

18.6%

26.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=144】

40歳代

【n=153】

50歳代

【n=95】

60歳以上

【n=43】

全体

【n=435】

利用中及び利用希望 利用予定なし わからない

※無回答は集計から除く。 χ2＝14.816 自由度＝6 p＝0.021* ＊p<0.05

25.5%

35.1%

25.8%

27.3%

29.1%

37.2%

38.3%

56.7%

54.5%

43.6%

37.2%

26.6%

17.5%

18.2%

27.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=145】

40歳代

【n=154】

50歳代

【n=97】

60歳以上

【n=44】

全体

【n=440】

利用中及び利用希望 利用予定なし わからない

※無回答は集計から除く。 χ2＝20.316 自由度＝6 p＝0.002* ＊p<0.05

図表4-7-19　開業者の開業当時の年齢（問７）×地

域連携の課題（問19）

44.3%44.3%

18.1%18.1%

12.1%12.1%

40.9%

31.3%

15.3%15.3%

2.7%

38.7%38.7%

40.0%

7.4%7.4%

5.3%5.3%

28.4%28.4%

20.0%

4.4%4.4%

2.2%

17.8%17.8%

36.4%36.4%

13.4%13.4%

6.4%6.4%

35.1%35.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

町内会・商店街など

の地域組織と企業

との連携の支援

企業による

区内学生・生徒の

インターン受入れ

の支援

学生・生徒への起

業家教育の支援

企業の地域活動に

対する援助・助成金

制度

40歳未満

【n=149】
40歳代

【n=150】
50歳代

【n=95】
60歳以上

【n=45】
全体

【n=439】

※無回答は集計から除く。
町内会・商店街などの地域組織と企業との連携の支援：
χ2＝11.429 自由度＝3 p＝0.010* ＊p<0.05

企業による区内学生・生徒のインターン受入れの支援：
χ2＝9.409 自由度＝3 p＝0.024* ＊p<0.05

学生・生徒への起業家教育の支援：
χ2＝13.074 自由度＝3 p＝0.004* ＊p<0.05

企業の地域活動に対する援助・助成金制度：
χ2＝10.859 自由度＝3 p＝0.013* ＊p<0.05
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業務全体の４割弱を占めているのに対し、前職と

関連のない事業の開業者（以下「関連のない開

業者」という。）は、「飲食業」30.9％、「卸・小

売業」18.5％で業務全体の約５割を占めている。

（図表4-8-1）。

主な業務を「卸・小売業」、「飲食業」、「クリ

エイティブ産業」（「情報通信業・ソフトウェア

業」、「専門サービス業」、「技術サービス業」、「映

像・コンテンツ制作業」及び「広告業」の合計）、

「医療・福祉・生活等サービス業」（「医療・福祉」、

「生活関連サービス業・娯楽業」及び「教育・学

習支援業」の合計）、「その他」（「不動産業」、「製

造業・印刷業」、「建設業（工事含む）」及び「そ

の他」の合計）の５区分にまとめた場合、次のよ

うな特徴がある。

「卸・小売業」では、関連のある開業者より関

連のない開業者の方が5.9ポイント、「飲食業」で

は、10.2ポイント高いのに対し、「クリエイティ

ブ産業」では関連のない開業者より関連のある開

業者の方が11.7ポイント、「医療・福祉・生活等

サービス業」では8.1ポイント高い。

（２）前職との関連と非正規従業者数

「非正規従業者数」（問５（１）②）については、

関連のある開業者では、２人以下（「０人」及び

「１～２人」の合計）が62.7％、６人以上（「６～

10人」、「11～20人」及び「21人以上」の合計）が

19.4％で２人以下が40ポイント以上高いのに対し、

関連のない開業者では、２人以下が40.6％、６人

以上が40.7％でほぼ同じ割合である（図表4-8-2）。

「３～５人」に関しては、大きな差はない。

（３）前職との関連と開業の動機

「開業の動機」（問10）（複数回答）と前職との

関連とのクロス集計において、統計上有意な結

果を得たのは、「自分の裁量で仕事をするため」、

「これまでの経験・資格・知識を活かすため」の

２つであった。

関連のある開業者は、「自分の裁量で仕事をす

るため」が47.0％、「これまでの経験・資格・知

識を活かすため」が55.2％とそれぞれ約５割を占

めているのに対し、関連のない開業者は、「自分

図表4-8-1　前職との関連（問９）×主な業務（問２）
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前職と関連する
事業を開業
【n=372 】

前職と開業した
事業に関連はない

【n=81 】

全体
【n=453 】

卸・小売業 飲食業 情報通信業・ソフトウェア業
専門サービス業 技術サービス業 映像・コンテンツ制作業
広告業 不動産業 製造業・印刷業
建設業（工事含む） 医療・福祉 生活関連サービス業・娯楽業

その他教育・学習支援業

※無回答は集計から除く。 χ2＝22.891   自由度＝13 p＝0.043* ＊p＜0.05
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図表4-8-2　前職との関連（問９）×非正規従業者数

（問５（１）②）
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前職と開業した
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【n＝64】

全体
【n＝362】

0人 1～2人 3～5人 6～10人 11～20人 21人以上

※無回答は集計から除く。 χ2＝15.634  自由度＝5 p＝0.008* ＊p＜0.05
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の裁量で仕事をするため」が29.6％、「これまで

の経験・資格・知識を活かすため」が28.4％とそ

れぞれ約３割である（図表4-8-3）。

関連のある開業者の場合は、自分の裁量やこれ

までの経験等を生かすために開業する傾向が高い。

（４）前職との関連と開業準備での苦労

「開業準備での苦労」（問11）（複数回答）につ

いて見ると、関連のある開業者では、「資金調達」

が39.7％、「企業経営の実務（財務・税務・法務

など）」が24.7％で、関連のない開業者と比べて

それぞれ9.3、7.0ポイント高い（図表4-8-4）。ま

た、関連のない開業者は、「事業に関する技術・

ノウハウの習得」が22.8％、「業界に関する知識」

が17.7％で、関連のある開業者と比べてそれぞれ

7.9、12.5ポイント高い。

（５）前職との関連と現在の資金調達先

「現在の資金調達先」（問14）（複数回答）では、

次のような結果が得られた。

「地方銀行」では、関連のある開業者が15.5％、

関連のない開業者が4.1％と11.4ポイントの差が

ある（図表4-8-5）。「都市銀行」、「信用金庫・信

用組合」、「政府系金融機関」では、大きな差はな

かった。

「開業した方の個人資金」では、関連のある開

業者が39.5％、関連のない開業者が56.2％、「開

業した方の親戚・知人」では、関連のない開業者

が15.1％と高い。

関連のない開業者は、銀行等よりも開業者の個

人資金や親戚・知人により資金を調達している傾

向がある。

図表4-8-3　前職との関連（問９）×開業の動機（問

10）

図表4-8-4　前職との関連（問９）×開業準備での苦

労（問11）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

販売先・
顧客の確保

仕入先・
外注先の確保

資金調達

事業に関する
技術・ノウハウ

の習得

人材の確保

その他

特にない

事業計画の
作成

企業経営
の実務

（財務・税務・
法務など）

商品・サービス
の企画・開発

業界に関する
知識

家事や育児、
介護等との両立

前職と関連する事業を開業【n＝368】
前職と開業した事業に関連はない【n＝79】
全体【n＝447】

※無回答は集計から除く。 χ2＝33.960  自由度＝12 p＝0.001* ＊p＜0.05
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29.6%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自分の裁量で

仕事をするため

経験・資格・
これまでの

知識を活かすため

前職と関連する事業を開業【n＝368】
前職と開業した事業に関連はない【n＝81】
全体【n＝449】

※無回答は集計から除く。
自分の裁量で仕事をするため：

χ2＝8.145 自由度＝1 p＝0.004* ＊p<0.05
これまでの経験・資格・知識を活かすため：

χ2＝19.028 自由度＝1 p＝0.000* ＊p<0.05


